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IV. 所得貧困以外による分析 

1.  概況とトレンド、国際および地域比較 

(1) HDI（人間開発指数） 

1980 年以降のマラウイの人間開発指数の推移と関連指数の傾向を以下に示す。 

 

人間開発指数、平均寿命、教育年数、一人あたり GNI の全ての数値が、ゆるやかではあるが継

続的に改善を続けている。ただし、GNI については他の指数より改善の速度が遅いが、これはタ

バコ生産・輸出に著しく依存しているマラウイの産業構造によるものと考えられる（I 章参照）。 

 

 
 

 
図 IV-1 マラウイの HDI関連指数の動向（1980～2012年）93

 

  

                                                        
93 UNDP(2013) “Malawi: Human Development Report 2013” P.2 
http://hdr.undp.org/sites/default/files/Country-Profiles/MWI.pdf（2014/01/06 アクセス） 
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アフリカ大陸内部に位置する SADC 加盟国の HDI を以下に示す。マラウイは、SADC 内部では

下位に位置するが、各数値の改善を継続した結果、現在ではジンバブエよりも上位に位置するよ

うになった。他のサブサハラ・アフリカ諸国と比較しても、一人あたり GNI を除いて、ほぼ平均

的な数値を達成している。 

 

 
図 IV-2 マラウイとアフリカ大陸内の SADC加盟国の HDI（1995～2012年）94

 

 

 

図 IV-3 マラウイと他国の HDI関連指数の動向（2012年）95
 

  

                                                        
94 Google Public Data Explorer にて作成。元リンクは下記の通り（2014/01/06 アクセス） 
http://www.google.com/publicdata/explore?ds=kthk374hkr6tr_&ctype=l&strail=false&bcs=d&nselm=h&met_y=indicator_1
03106&scale_y=lin&ind_y=false&rdim=country&idim=country:21703:10403:20503:4503:19603:17303&ifdim=country&tst
art=656607600000&tend=1350918000000&hl=en&dl=en&ind=false&icfg#!ctype=l&strail=false&bcs=d&nselm=h&met_y
=indicator_103106&scale_y=lin&ind_y=false&rdim=country&idim=country:4503:12203:23103:20503:14003:503:2603:232
03:11303:19903:19303:14203&ifdim=country&tstart=814374000000&tend=1350918000000&hl=en_US&dl=en&ind=false 
95 UNDP(2013) “Malawi: Human Development Report 2013” P.3 

http://goo.gl/hfuh3q
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(2) MDGsの達成状況 

マラウイの 2010 年の MDGs 達成状況を以下に示す。貧困率、乳児および５歳未満児死亡率、

伝染病関連の数値は 2015 年の MDGs 目標値を達成する見込みである。一方、初等教育、ジェン

ダー、妊産婦の保健状況の改善が遅れている。 

 

図 IV-4 マラウイにおける MDGsの達成状況（2010年）96
 

                                                        
96 Ministry of Development Planning and Cooperation, Malawi (2011)  
“2010 Malawi Millennium Development Goals Report” 巻頭 P.ix～x の表を再作成 
http://planipolis.iiep.unesco.org/upload/Malawi/MalawiMDGs2010Report.pdf（2014/01/06 アクセス） 

GOAL/TARGET Indicator
Current

Status

2015

Target

Feasibility of

achieving the

Goal

Proportion of population living below US$1.00 per person per day 39 % 27 %

Poverty Gap Ratio 17.8 % 8 %

Poorest Quintile Share in National Consumption 10.1 % 20 %

Prevalence of Underweight Children 17 % 14 %

Proportion of population below minimum level of dietary energy

consumption
15 % 11.8 %

Net Enrolment in Primary 83 % 100 %

Proportion of Pupils Starting Grade1 Reaching Grade 5 75.7 % 100 %

Literacy Rate (15-24yrs) 84 % 100 %

Ratio of Girls to Boys in Primary Education 1.03 1

Ratio of Girls to Boys in Secondary Education 0.79 1

Ratio of Literate Women to Men 15-24 Years Old 0.94 1

Share of Women in Wage Employment in non-Agriculture Sector 15 % 50 %

Proportion of Seats Held by Women in Parliament 22 % 50 %

Under-five mortality rate
122 per

1,000

78 per

1,000

Infant Mortality rate
69 per

1,000

44.7 per

1,000

Proportion of 1 year children immunized against measles 84 % 100 %

Maternal mortality ratio
807 per

100,000

155 per

100,000

Proportion of births attended to by skil led health personnel 75 % 100 %

HIV prevalence among 15-24 year old pregnant women 12 % 0 %

Ratio of orphans to non-orphans in school 0.15 -

Deaths rates associated with Malaria 3 % -

Access to Malaria Treatment 22 % -

Proportion of Household with at least one ITN 60 % -

Death rates associated with Tuberculosis 8 % -

Proportion of TB Cases under DOTS 86 % -

Proportion of land covered by forest 36.2 % 50 %

Proportion of area protected to maintain biological diversity 0.16 % 0.18 %

Proportion of population using solid fuel 98 % 0 %

Proportion of population with sustainable access to

an improved water source
81 % 74 %

Proportion of population with access to improved sanitation 93 % 86.2 %

Slum population as percentage of urban population 67.7 % -

Net ODA as a percentage of Real Gross Domestic Product 22 % -

Unemployment of 15-24 year old (urban) 4 % -

Telephone lines subscribers per 100 population 2.3 % -

Cellular subscribers per 100 population 21 % -

Internet users per 1,000 population 10.5 % -

Note: ‘-’means  no target set for the indicator

Combat

HIV and AIDS,

Malaria and other

diseases

Likely

to be met

Ensure

Environmental

Sustainability

Likely

to be met

Develop

Global Partnership

for Development

Likely

to be met

Promote

Gender Equality and

Empower Women

Unlikely

to be met

Reduce

Child Mortality

Likely

to be met

Improve

Maternal Health

Unlikely

to be met

Status at a Glance

Malawi's Progress Towards Achieving the Millennium Development Goals

Eradicate

Extreme Poverty

and Hunger

Likely

to be met

Achieve Universal

Primary Education

Unlikely

to be met
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II 章の冒頭で示した通り、マラウイでは MDGs の達成目標が国家開発計画「Malawi Growth and 

Development Strategy」に組み込まれている。 
 

なお、マラウイにおける MDGs 各指標の数値は、都市部と地方部の相違が著しいが、収入状況

とは異なり、地方部の各 District における相違はそれほど大きくないことから、MDGs 各指標値を

見るにあたり、原則として都市部と地方部、地域別として北部・中部・南部の状況を見ることに

する。 

 
 

ゴール 1：極度の貧困と飢餓の撲滅 
 （ターゲット 1.A）：2015年までに 1日 1.25ドル未満で生活する人口の割合を 

1990年の水準の半数に減少させる。 
 指標 1.1 1日 1.25ドル（購買力平価）未満で生活する人口の割合 
 指標 1.2 貧困ギャップ比率 
 指標 1.3 国内消費全体のうち、最も貧しい 5分の 1の人口が占める割合 

 （ターゲット 1.C）：2015年までに飢餓に苦しむ人口の割合を 1990年の水準の 
半数に減少させる。 

 指標 1.8 低体重の 5歳未満児の割合 
 指標 1.9 カロリー消費が必要最低限のレベル未満の人口の割合 

 

 
 

 

マラウイ政府は、国連の MDGs 指標値のうち「ターゲット 1.A」と「1.C」関連の指標を公表し

ており、いずれも概ね 2015 年の目標値を達成可能な見込みである。 
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マラウイにおける貧困の改善状況を以下に示す。全国平均では 1990 年以降継続的に減少してお

り、1990 年は 54％だった貧困率が、2009 年には 39％まで減少している。ただし、都市部の貧困

が 2007 年以降若干増加する傾向にある。貧困状況は地方部内部の相違が大きいが、これは主に地

域ごとの農業生産性ならびに大規模農場の有無などに起因している。各 District に関する貧困状況

の詳細は、Annex を参照されたい。 

 
 

 

 

 
図 IV-5 マラウイにおける貧困率・最貧困率・貧困ギャップ率の推移97

 

  
                                                        
97 MoPED, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.15～17 の図を一部修正

http://planipolis.iiep.unesco.org/upload/Malawi/MalawiMDGs2010Report.pdf（2014/01/06 アクセス） 
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低体重児（指標 1.8）の割合は増減を繰り返しているが、地域ごとの農業生産性に基づく食料自

給状況が大きく影響しているとみられる。最貧層の割合は 10％前後でほとんど変化が見られない。 
 

 

 

 

 

 

 
図 IV-6 マラウイにおける低体重児の比率（上） 

マラウイにおける最貧困 5分位率（下）98
 

  

                                                        
98 MoPED, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.15～17 の図を一部修正

http://planipolis.iiep.unesco.org/upload/Malawi/MalawiMDGs2010Report.pdf（2014/01/06 アクセス） 
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ゴール 2：初等教育の完全普及の達成 
 （ターゲット 2.A）：2015年までに、全ての子どもが男女の区別なく初等教育の全課程を

修了できるようにする。 
 指標 2.1 初等教育における純就学率 
 指標 2.2 第 1学年に就学した生徒のうち初等教育の最終学年まで到達する生徒の割合 
 指標 2.3 15～24歳の男女の識字率 

 
 

 

MDGs ゴール 2（教育関連）の関連指標値については、2015 年までに 100％を達成することは

難しいとみられる。以下、各指標値に関する地域別の状況を見ることにする。 

 

以下に 2011 年の初等教育の数値を示す。都市部では 92.7％が小学校に入学しているが、地方部

では 84.0％と都市部よりも就学率が低くなっている。北部地方部は 95.1％が就学しており、都市

部平均よりも高い値を示す一方、中部・南部の就学率は 80％台であり、特に貧困率の高い南部は

81.0％と、非常に低くなっている。 

 

男女別で見ると、女子の就学率が高い傾向にある。また、男性世帯主の子供の方が、女性世帯

主の子供よりも都市部・地方部ともに就学率が高くなっている。地方部の就学率の状況も考慮す

ると、経済的な状況が就学率に影響を与えていると考えられる。 

 

 
図 IV-7 マラウイにおける初等教育関連の数値99 

  

                                                        
99 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)” P.30 の表を抜粋 
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教育関係の指標の推移を以下に示す。初等教育就学率と識字率はゆるやかな改善を続けている。

「指標 2.2」（初等教育最終学年まで到達する生徒の割合）が、2006 年以降やや悪化している。 
 

 

 

 
図 IV-8 MDGs ターゲット 2（教育関連）の指標値推移100

 

  

                                                        
100 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.21～23 の図を一部修正 
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「指標 2.3（識字率）」に関連して、15 歳以上の人口に関する識字率と、学校に行かなかった

理由の調査結果を示す。2011 年の識字率はマラウイ全体で 65.4％であり、男女差が大きい（男性

74.2％、女性 57.2％）。都市部は 89.0％に達する一方、地方部は低く、北部 73.8％、中部 60.7％、

南部 56.8％となっている。 

 

学校に行かなくなった理由については、先ほどの初等教育の調査とは異なり、経済貧困が最も

多く、マラウイ全土で経済的理由を挙げる割合が 44.0％となっている。本調査には「学校に通う

許可が得られなかった（Not Allowed）」という選択肢が存在しており、全体の 2 割以上を占める。 
 

「関心がなかった」は 15～20％程度であり、貧困度の高い南部地域で最も多い。また、南部は

貧困率が高いにもかかわらず、「経済的理由で学校に行けなかった」を挙げる割合が全国で最も

少ない（38.4％）。このことは、農村地域で教育が雇用に直結しないことを示唆しており、前項

の調査結果と一致する。 

 

識字率の向上には、正規教育だけでは不十分であり、成人に対する識字教育なども必要と考え

られる。 

 

 
図 IV-9 マラウイにおける地域別識字率と学校に行かなかった理由 

（15歳以上、2011年）101 
  

                                                        
101 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)” P.23 Table 3.1 を抜粋 
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ゴール 3：ジェンダー平等推進と女性の地位向上 

 （ターゲット 3.A）：可能な限り 2005年までに、初等・中等教育における男女格差を 
解消し、2015年までに全ての教育レベルにおける男女格差を解消する。 

 指標 3.1 初等・中等・高等教育における男子生徒に対する女子生徒の比率 
 指標 3.2 非農業部門における女性賃金労働者の割合 
 指標 3.3 国会における女性議員の割合 

 
 

 

MDGs ゴール 3 については、UNDP の「指標 3.1～3.3」に加えて、女性の識字率についても公

表されているが、女子の初等教育就学率を除き、2015 年の目標値の達成は難しい状況である。 

 

「指標 3.1」のうち、女子の初等教育就学率は 1990 年以降改善されており、2009 年の時点で男

子生徒を上回っている。 

 

 

図 IV-10 女子の初等教育就学比率（対男子、1990～2009年）102
 

  

                                                        
102 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.25 

GOAL/TARGET Indicator
Current

Status

2015

Target

Feasibility of

achieving the

Goal

Ratio of Girls to Boys in Primary Education 1.03 1

Ratio of Girls to Boys in Secondary Education 0.79 1

Ratio of Literate Women to Men 15-24 Years Old 0.94 1

Share of Women in Wage Employment in non-Agriculture Sector 15 % 50 %

Proportion of Seats Held by Women in Parliament 22 % 50 %

Promote

Gender Equality and

Empower Women

Unlikely

to be met
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しかし、中等教育になると女子の就学比率が 0.79 まで落ち込む。2004 年以降、数値は横ばい状

態である。これは、マラウイにおいて女性は農業以外の雇用機会が限られており、中等教育を受

けても、雇用に直結しないという問題があるためと考えられる。 

 

 
図 IV-11 女子の中等教育就学比率（対男子、1990～2009年）103

 

 

 
図 IV-12 女性の雇用率（1998～2009年）104

 

 

 
図 IV-13 マラウイにおける性別と雇用状況の関係105

 

  

                                                        
103 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.26 
104 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.28 
105 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  Table 5.5 より作成 

Agriculture,

Forestry,

Fishing

Mining and

Quarrying

Manufac-

turing

Electric,

Water,

other

utilities

Const-

ruction

Whole sale,

Retail

marketing

Hotels

Transport/

Commu-

nication

Finance and

Business

Social and

Community

services

Total

Malawi 86.4 0.1 0.9 0.3 1.9 3.4 0.4 0.7 1.9 3.9 100

Male 81.1 0.2 1.4 0.5 3.2 4.0 0.5 1.4 2.3 5.4 100

Female 91.5 0.1 0.3 0.2 0.5 2.8 0.4 0.1 1.6 2.4 100

Table 5.5: Percentage distribution of currently employed persons aged 15 years and above by main activity according to background characteristics, Malawi 2011.

Sex
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女性の教育機会の少なさは、女性の識字率の低さ、女性議員の少なさにも深く関連していると

思われる。特に、地方部における教育・識字率の男女格差が深刻であり、ゆるやかに改善してい

るとはいえ、何らかの形で格差を縮小する方策が必要と考えられる。 

 

 

図 IV-14 女性の識字率推移（1998～2008年）106
 

 

 

図 IV-15 女性国会議員数の推移（1994～2009年）107
 

  

                                                        
106 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.27 の図を一部修正 
107 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.27 の図を一部修正 
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ゴール 4：乳児死亡率・5歳未満児死亡率の削減 

 （ターゲット 4.A）：2015年までに 5歳未満児の死亡率を 1990年の水準の 3分の 1に 
削減する。 

 指標 4.1 5歳未満児の死亡率 
 指標 4.2 乳児死亡率 
 指標 4.3 はしかの予防接種を受けた 1歳児の割合 

 
 

 

MDGs ゴール 4（乳児ならびに 5 歳未満児の死亡率削減）は、順調に改善を続けている。 

 

「指標 4.1」（5 歳未満児死亡率）については、1992 年は 10 万出生あたり 234 だったが、2006

年には 10 万出生あたり 122 となっており、ほぼ半減している。5 歳未満児死亡率の改善は都市部・

地方部とも同程度の進捗状況であり、2006 年は都市部と地方部の数値がほぼ同等になった。 

 

 

 
図 IV-16 マラウイにおける 5歳未満児死亡率の推移（1992～2006年）108

 

  

                                                        
108 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.31 の図を一部修正 

GOAL/TARGET Indicator
Current

Status

2015

Target

Feasibility of

achieving the

Goal

Under-five mortality rate
122 per

1,000

78 per

1,000

Infant Mortality rate
69 per

1,000

44.7 per

1,000

Proportion of 1 year children immunized against measles 84 % 100 %

Reduce

Child Mortality

Likely

to be met
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乳児死亡率についてもほぼ同様の傾向であり、1992 年の乳児死亡率が 10 万出生あたり 134 だ

ったが、2006 年には 10 万出生あたり 69 とほぼ半減している。ただし、都市部の乳児死亡率が 2004

年から 2006 年にかけて若干増加している点は問題と考えられる。乳児ならびに 5 歳児死亡率につ

いて、地域格差は縮小しているが、経済的に貧困である南部のほうが、数値が悪くなる傾向にあ

る。また、母親の教育程度・経済力とも関連が見られる（図 IV-19）。 

 

図 IV-17 マラウイにおける乳児死亡率の推移（1992～2006年）109
 

 

図 IV-18 マラウイにおける乳児死亡率と社会的属性（2010年）110
 

  
                                                        
109 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.32 の図を一部修正 
110 National Statistical Office (NSO), Malawi (2011)  “Malawi Demographic and Health Survey(MDHS) 2010”  P.98 
http://www.nsomalawi.mw/images/stories/data_on_line/demography/MDHS2010/MDHS2010%20report.pdf 
（2014/01/06 アクセス） 
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1 歳未満児のはしか予防接種率は 80％前後で推移しているが、2000 年から 2004 年にかけて若

干の減少があった。2010 年のデータでは、地域の貧困率と予防接種率の相関は見られないが、母

親の教育程度・経済状態と予防接種率には若干の関連が見られる。 

 

図 IV-19 マラウイにおける 1歳児はしか接種率の推移（1992～2006年）111
 

 

 
図 IV-20 予防接種に関する社会的属性（2010年）と推移（1992～2010年）112

 

  
                                                        
111 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.32 の図を一部修正 
112 National Statistical Office (NSO), Malawi (2011)  “Malawi Demographic and Health Survey(MDHS) 2010”  P.120 
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ゴール 5：妊産婦の健康の改善 

 （ターゲット 5.A）：2015年までに妊産婦の死亡率を 1990年の水準の 4分の 1に削減する。 
 指標 5.1 妊産婦死亡率 
 指標 5.2 医師・助産婦の立ち会いによる出産の割合 

 
 

 

妊産婦の健康については、進捗状況が悪く、2015 年の目標を達成するのは困難とみられる。「指

標 5.1」（妊産婦死亡率）については、1992 年に 10 万出生あたり 620 だったのが、2000 年に 10

万出生あたり 1120 と倍増している。その後は減少を続けているものの、2006 年時点で 10 万出生

あたり 807 となっており、1992 年時点の数値に及ばない状況である。 

「MDHS 2010」に示された妊産婦死亡率のデータは図 IV-23 の通りである。35～39 歳の妊産婦

の死亡率が高く、次いで 40～44 歳の妊産婦の死亡率が高い。 

 

図 IV-21 マラウイの妊産婦死亡率の推移（1992～2006年）113
 

 
図 IV-22 マラウイの妊産婦死亡率（2010年）114

  

                                                        
113 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.35 
114 National Statistical Office (NSO), Malawi (2011)  “Malawi Demographic and Health Survey(MDHS) 2010”  P.222 

GOAL/TARGET Indicator
Current

Status

2015

Target

Feasibility of

achieving the

Goal

Maternal mortality ratio
807 per

100,000

155 per

100,000

Proportion of births attended to by skilled health personnel 75 % 100 %

Improve

Maternal Health

Unlikely

to be met
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ただし、マラウイ大学医学部の資料115によると、1992 年と 2002 年の MDHS ではサンプル数の

抽出法が異なっている。MDHS では人口ベースによる調査方法を採用しているが、1992 年は無作

為に抽出した 6 地域（都市部と地方部）のデータであった。一方、2002 年は無作為に抽出した 11 

district のデータを使用している。 

 

MDHS による 1992 年の全国数値（10 万出生あたり 620）は、Wiebenga（1992）による病院内の

患者ベースの調査数値（10 万出生あたり 529）とほぼ同等となっており、地方の貧弱な医療状況

などを考慮すると、データの信頼性に疑問が残る。このことから、1992 年と 2002 年の妊産婦死

亡率の数値の著しい変動は、調査方法の変更により発生した可能性が否定できない。 

 

 

図 IV-23 マラウイの妊産婦死亡率に関する各種調査116 
  

                                                        
115 Division of Community Health, College of Medicine, University of Malawi (2009) “The Epidemiology of Malawi”  
http://www.medcol.mw/commhealth/publications/epi%20book/epidemiology%20book.htm（2014/01/06 アクセス） 
116 “The Epidemiology of Malawi”  Chapter 5 P.6 
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「指標 5.2」（専門家による出産立ち会い）の推移は図 IV-25 に示すとおりであり、少しずつで

はあるが改善されている。出産環境の詳細を図 IV-26 に示すが、都市部・教育の高い層・富裕層

が病院での出産を選択する傾向にあり、地方部・教育を受けていない層・貧困層が自宅での伝統

的な出産法を選ぶ傾向にある。 
 

 
図 IV-24 マラウイにおける専門家立ち会いの出産率（1992～2008年）117 

 

 
図 IV-25 マラウイにおける出産環境（2010年）118 

  

                                                        
117 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.36 の図を一部修正 
118 National Statistical Office, Malawi (2011)  “MDHS 2010”  P.111 
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出産環境と妊産婦死亡率に関するデータは「MDHS 2010」に示されていないが、マラウイ大学

医学部の資料119によると、妊産婦の直接の死亡原因は内出血（Harmorrhage）、敗血症（Sepsis）、

閉塞性分娩（Obstructed Labour）、中絶（Abortion）である。間接的な死亡原因は貧血（Anaemia）、

髄膜炎（Meningitis）、HIV ウイルスによる後天性免疫不全症候群（AIDS）等が挙げられている。 

このことから、出産環境と妊産婦死亡率は、ある程度の関係が存在すると推測される。 

 

 

 
図 IV-26 マラウイの妊産婦死亡原因に関する各種調査結果120

 

  

                                                        
119 “The Epidemiology of Malawi”  Chapter 5 P.8 
120 “The Epidemiology of Malawi”  Chapter 5 P.8 
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ゴール 6：HIV／エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延の防止 

 （ターゲット 6.A）：HIV／エイズの蔓延を 2015年までに食い止め、その後減少させる。 
 指標 6.1 15～24歳の HIV感染率 
 指標 6.4 10～14歳の、エイズ孤児ではない子どもの就学率に対するエイズ孤児の就学率 

 （ターゲット 6.C）：マラリア及びその他の主要な疾病の発生を 2015年までに食い止め、
その後発生率を減少させる。 

 指標 6.6 マラリア有病率及びマラリアによる死亡率 
 指標 6.7 防虫処理済の蚊帳を使用する 5歳未満児の割合 
 指標 6.9 結核の有病率及び結核による死亡率 
 指標 6.10 DOTS（短期科学療法を用いた直接監視下治療）の下で発見され、 

治療された結核患者の割合 

 
 

 

MDGs ゴール 6 については、「指標 6.1」を除き、2015 年の目標値は設定されていない。以下、

個々の指標値の推移と地域別の状況を見ることにする。マラウイ政府が公表している値は、UNDP

の「指標 6.1」（15～24 歳の HIV 感染率）とは若干異なり、「15～24 歳の妊婦 HIV 感染率」とな

っている。以下に、推移状況を示す。 

 

図 IV-27 マラウイの 15～24歳妊婦の HIV感染率の推移（1994～2009年）121
 

  

                                                        
121 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.38 

GOAL/TARGET Indicator
Current

Status

2015

Target

Feasibility of

achieving the

Goal

HIV prevalence among 15-24 year old pregnant women 12 % 0 %

Ratio of orphans to non-orphans in school 0.15 -

Deaths rates associated with Malaria 3 % -

Access to Malaria Treatment 22 % -

Proportion of Household with at least one ITN 60 % -

Death rates associated with Tuberculosis 8 % -

Proportion of TB Cases under DOTS 86 % -

Combat

HIV and AIDS,

Malaria and other

diseases

Likely

to be met
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HIV 関連数値について「MDHS 2010」のデータで見る。年齢別では、女性は 25～29 歳、男性は

30～34歳で 10％を超え、最も感染者が多いのは女性が 35～39歳、男性が 40～44歳となっている。 

2004 年と 2010 年の感染者の年齢別分布を比較すると、新規の HIV 感染者はある程度抑えられ

ているが、20 歳未満の若年の新規 HIV 感染者が 2～5％存在する。 

 

 
図 IV-28 マラウイの HIV感染率（年齢別）122

 

 

 

図 IV-29 マラウイの年齢別 HIV感染率の推移（2004年／2010年）123
 

 

、 
  

                                                        
122 National Statistical Office, Malawi (2011)  “MDHS 2010”  P.196 
123 National Statistical Office, Malawi (2011)  “MDHS 2010”  P.196 
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「指標 6.6（マラリアによる死者数）」関連のデータを以下に示す。マラリアによる死亡者数は

1998年以降、4％前後で推移しているが、2000年から 2006年にかけては死亡率の増加が見られる。

一方、マラリアの治療へのアクセス状況は徐々に改善していることから、今後の死亡率は漸減す

ると思われる。 

 

 
図 IV-30 マラウイにおけるマラリアによる死者数の推移（1998～2009年）124

 

 
 

 
図 IV-31 マラウイにおけるマラリア治療へのアクセス率（1998～2009年）125

 

  

                                                        
124 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.40 
125 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.41 
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「指標 6.6（5 歳未満児の防虫処理済み蚊帳の利用率）」は、マラウイ政府は UNDP の定義指標

と異なる数値を出しており、「最低でも 1 つの防虫処理済み蚊帳を所有している世帯の割合」に

なっている。「防虫処理済み蚊帳を所有している世帯の割合」の推移を以下に示す。 

 

「2010 Malawi Millennium Development Goals Report」記載の数値では 2010 年に 60％の世帯が、

少なくとも 1 つの防虫処理済み蚊帳を所有していることになっている。しかし、保健省の調査

「Malawi Malaria Indicator Survey 2012」では数値が異なっており、2012 年に防虫処理済み蚊帳を

所有している世帯は 55％にとどまる。 
 

 

図 IV-32 マラウイ 防虫処理済み蚊帳の所有率（1998～2010年）126
 

  

                                                        
126 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.39 
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なお、2005 年からアメリカ政府は、世界の中でマラリアによる死亡率が高い 19 か国を対象に、

USAID を通して「President's Malaria Initiative (PMI)」を開始しており127、マラウイも PMI の実施

対象国に含まれている。PMI によってアフリカ各地にマラリアを含む虫害対策のモニタリング拠

点が多数設置されている。 

 

図 IV-33 マラウイにおけるアメリカのマラリア対策支援状況 
（2007年度～2013年度）128 

 

 
図 IV-34 PMIにより設置されたアフリカの防虫モニタリング拠点の推移129 

（2008年/2012年） 
  

                                                        
127 http://www.pmi.gov/about/index.html（2014/01/31 アクセス） 
128 USAID (2013) “Country Profile President's Malaria Initiative (PMI) : KENYA” 
http://www.pmi.gov/countries/profiles/kenya_profile.pdf（2014/01/31 アクセス） 
129 USAID (2013) “The President’s Malaria Initiative Seventh Annual Report to Congress April 2013”  P.19 
http://www.pmi.gov/resources/reports/pmi_annual_report13.pdf（2014/01/31 アクセス） 
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「指標 6.9（結核の死亡率）」と「指標 6.10 DOTS（短期科学療法を用いた直接監視下治療）

の下で発見され、治療された結核患者の割合」の推移を以下に示す。結核による死亡率は 1998 年

の 22％をピークに減少しており、2009 年は 8％となっている。これは、結核患者の DOTS による

治療率の向上と関連している。なお、結核について地域別・属性別の数値は公表されていない。 

 

 

 

図 IV-35 マラウイ 結核による死亡率（1990～2008年）130
 

 
 

 
図 IV-36 マラウイ DOTSによる結核患者の治療率（1998～2010年）131

 

  

                                                        
130 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.43 
131 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.44 
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ゴール 7：環境の持続可能性確保 

 （ターゲット 7.A）：持続可能な開発の原則を国家政策及びプログラムに反映させ、 
環境資源の損失を減少させる。 

 （ターゲット 7.B）：生物多様性の損失を 2010年までに確実に減少させ、その後も 
継続的に減少させ続ける。 

 指標 7.1 森林面積の割合 
 指標 7.2 二酸化炭素の総排出量、一人当たり排出量、GDP1ドル（購買力平価）当たり排出量 
 指標 7.6 保護対象となっている陸域と海域の割合 

 
 

 

マラウイ政府が MDGs として公表しているのは、「指標 7.1（森林面積）」と「指標 7.6（保護

対象となっている陸域・海域）」であるが、「固体燃料の使用率」は「指標 7.1（森林面積）」と

「指標 7.2（CO2 排出量）」と関連しているので、以下順に見ていくことにする。ゴール 7 につ

いて、マラウイ政府は「Likely to be met」としているが、実際の推移を見ると達成は難しい状況と

なっている。マラウイの森林面積は 1990 年以降一貫して減少を続けており、2015 年の MDGs 目

標値である「森林被覆率 50％」を達成するのは不可能な状況である。 

 

 

図 IV-37 マラウイにおける森林被覆率の推移（1990～2005年）132
 

 

 

図 IV-38 マラウイにおける森林面積の推移（1990～2010年）133
 

 

  
                                                        
132 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.46 
133 FAO (2010) “Global Forest Resources Assessment 2010” P.229 TABLE 3 より作成 
http://www.fao.org/docrep/013/i1757e/i1757e.pdf（2014/01/08 アクセス） 

GOAL/TARGET Indicator
Current

Status

2015

Target

Feasibility of

achieving the

Goal

Proportion of land covered by forest 36.2 % 50 %

Proportion of area protected to maintain biological diversity 0.16 % 0.18 %

Proportion of population using solid fuel 98 % 0 %

Ensure

Environmental

Sustainability

Likely

to be met

Country/area

1990 2000 2005 2010

1 000 ha/yr %a 1 000 ha/yr %a 1 000 ha/yr %a

Malawi 3 896 3 567 3 402 3 237 -33 -0.88 -33 -0.94 -33 -0.99

Forest area (1 000 ha) Annual change rate

1990-2000 2000-2005 2005-2010
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 （ターゲット 7.C）：2015年までに、安全な飲料水及び衛生施設を継続的に利用できない
人々の割合を半減する。 

 指標 7.8 改良飲料水源を継続して利用できる人口の割合 
 指標 7.9 改良衛生施設を利用できる人口の割合 

 
 

衛生関連指標の推移を以下に示す。改良飲料水源、改良衛生施設を利用できる人口の割合は、

1990 年以降継続的に増加している。ただし、これらの状況には地域差が存在するため、District

レベルの値を見ることにする。 

 

 

図 IV-39 マラウイ 改良水源にアクセスできる世帯の割合（1990～2009年）134
 

 

 

図 IV-40 マラウイ 改良衛生施設にアクセスできる世帯の割合（1990～2009年）135
 

 

  

                                                        
134 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.49 
135 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.50 

GOAL/TARGET Indicator
Current

Status

2015

Target

Feasibility of

achieving the

Goal

Proportion of population with sustainable access to

an improved water source
81 % 74 %

Proportion of population with access to improved sanitation 93 % 86.2 %

Ensure

Environmental

Sustainability

Likely

to be met
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 （ターゲット 7.D）：2020年までに、少なくとも 1億人のスラム居住者の生活を改善する。 
 指標 7.10 スラムに居住する都市人口の割合 

 
 

 

マラウイ政府が公表しているスラム居住者の推移を以下に示す。1990 年以降、比較的ゆるやか

に減少を続けており、2009 年のスラム居住率は 67.7％となっている。 

 

マラウイにおいては、地方部の貧困ならびに食料脆弱性の問題が著しく深刻であることはこれ

までに見てきたとおりであり、周辺のアフリカ諸国と比べると、都市部のスラムの問題はそれほ

どひどい状況にはない。 

 

 

図 IV-41 マラウイにおける都市部スラム居住率の推移（1990～2009年）136
 

 

  

                                                        
136 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.51 

GOAL/TARGET Indicator
Current

Status

2015

Target

Feasibility of

achieving the

Goal

Ensure

Environmental

Sustainability

Slum population as percentage of urban population 67.7 % -
Likely

to be met
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ゴール 8：開発のためのグローバルなパートナーシップの推進 

 指標 8.1 ODA支出純額（全体および後発開発途上国向け）が OECD開発援助委員会
（DAC）ドナー諸国の国民総所得（GNI）に占める割合 

 指標 8.14 人口 100人当たりの電話回線加入者数 
 指標 8.15 人口 100人当たりの携帯電話加入者数 
 指標 8.16 人口 100人当たりのインターネット利用者数 

 
 

MDGs ゴール 8 の関連指標は、国家に関するマクロ指標で構成されており、マラウイにおいて

は達成目標が設定されていない。また、MDGs ゴール 1 の「指標 1.5 労働年齢人口に占める就業

者の割合」に関連した失業率の数値も本項に含まれている。マラウイ政府ではこれらの数値の推

移を公表しているので、以下に見ることにする。 
 

「指標 8.1（GDP に占める ODA の割合）」は、1990 年以降増加を続けており、近年では 20％

を超えている。I 章で述べた通り、現在のバンダ政権は欧米主要ドナーとの関係を修復しており、

政治的な問題が発生しない限り、本指標については大きな変動は発生しないと思われる。 

 

 

図 IV-42 GDPに占める ODAの割合（1990～2009年）137
 

  

                                                        
137 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.53 

GOAL/TARGET Indicator
Current

Status

2015

Target

Feasibility of

achieving the

Goal

Net ODA as a percentage of Real Gross Domestic Product 22 % -

Unemployment of 15-24 year old (urban) 4 % -

Telephone lines subscribers per 100 population 2.3 % -

Cellular subscribers per 100 population 21 % -

Internet users per 1,000 population 10.5 % -

Develop

Global Partnership

for Development

Likely

to be met
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失業率については 2004 年以降、都市部・地方部ともに一貫して減少を続けている。ただし、マ

ラウイの場合は農業を除く雇用が著しく少ないため、今後の産業振興が課題と考えられる。 

 

 
 

 

図 IV-43 マラウイ 15～24歳の失業率（1998～2009年）138
 

  

                                                        
138 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.54 の図を一部修正 



貧困プロファイル（平成 25年度） 
マラウイ国 編 

75 

「指標 8.15（携帯電話の加入者数）」については、2000 年以降一貫して伸び続けており、2010

年時点で総人口の 21％が携帯電話に加入している。マラウイの携帯電話会社は政府系企業の

「TNM」と、インド系企業の「Airtel」の 2 社が存在するため、加入者数が重複してカウントされ

ていると思われるが、マラウイでは携帯電話ネットワークがほぼ全土を網羅しており（I 章参照）、

今後も携帯電話の加入者は継続して増加すると見込まれる。 

 

「指標 8.14（固定電話の加入者数）」は 2010 年時点で 2.25％に留まっている。しかし、マラウ

イにおいても多くの途上国と同様、携帯電話の急激な増加が見られるため、貧困層に対する通信

手段の普及という点では、固定電話の加入率の低さはそれほど問題はないとみられる。 

 

 

図 IV-44 マラウイにおける携帯電話の加入率（2000～2010年）139
 

 

 

図 IV-45 マラウイにおける固定電話の加入率（2000～2010年）140
 

  

                                                        
139 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.56 
140 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.56 
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「指標 8.16（インターネットの利用率）」は、2008 年頃から急増している。 

 

2014 年現在、マラウイでは TNM、Airtel の携帯電話 2 社が携帯電話（3G）経由のインターネッ

ト接続サービスを提供している。前項の携帯電話網の整備状況と、近年の途上国における格安ス

マートフォンの急速な普及を考慮すると、今後もインターネットの利用者数は増えると思われる。 

 

 

図 IV-46 マラウイにおけるインターネットの利用率（2000～2010年）141
 

  

                                                        
141 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.56 



貧困プロファイル（平成 25年度） 
マラウイ国 編 

77 

2.  食料安全保障・脆弱性による分析 

地域ごとの農業生産性の相違は III 章の所得貧困の項ならびに Annex に記述しているが、、本項

では WFP が 2012 年に発行した報告書「Comprehensive Food Security and Vulnerability Analysis 

(CFSVA) and Nutrition Assessment142」とマラウイ政府による「Welfare Monitoring Survey 2011」から

見ることにする。 

マラウイにおける最大の問題点として、農業生産の地域環境によって、食料を自給できる地域

と自給できない地域が存在するという点が挙げられる。「Malawi FEZ map」143の説明によると、

例えば、中部の「Kasungu Lilongwe Plain zone」では世帯が年間に消費する食料の 10～11 ヶ月分を

生産可能であり、貧困世帯でも食料を自給することができる。一方、南部の「Phalombe Plain」は

土壌が肥沃であるにもかかわらず、年降水量の変動によって 5～7 ヶ月分の食料しか自給できない。

また、降水変動に弱いトウモロコシ栽培が中心の地域と、降水変動に影響を受けにくいキャッサ

バ栽培が中心の地域が存在する。栽培作物の状況によっても食料の自給率は大きく異なる。この

結果、食料を自給できない地域では、冬季の作物栽培収穫が終わる 11 月頃から食料が足りなくな

り、「Hunger Season」と呼ばれる時期に入り、11 月から翌年 3 月まで、トウモロコシの価格が著

しく上昇する。「Hunger Season」は翌年の 3 月に作物栽培が再開する時期まで継続する。 

 

図 IV-47 マラウイ 農業生産カレンダー144
 

 

図 IV-48 マラウイ トウモロコシ価格の推移145
 

  
                                                        
142 WFP (2012)  “Comprehensive Food Security and Vulnerability Analysis (CFSVA) and Nutrition Assessment” 
http://documents.wfp.org/stellent/groups/public/documents/ena/wfp253658.pdf（2014/01/09 アクセス） 
143 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” 
144 WFP (2012)  “Comprehensive Food Security and Vulnerability Analysis (CFSVA) and Nutrition Assessment”  P.17 
145 WFP (2012)  “Comprehensive Food Security and Vulnerability Analysis (CFSVA) and Nutrition Assessment”  P.17 
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以下は WFP の調査による地域別食料不足の理由である。 

 

食料を市場で調達することが多い都市部では、理由は「価格の高騰」が最も多く、46％を占め

る。一方、食料を自給する地方部では「農業資材の投入不足」が最も多い。 

マラウイにおける農業生産には、気候や病害による変動という問題も存在する。地域によって

「干ばつ・降雨・洪水・冠水」を挙げる比率が異なっているが、農業生産性が低く、トウモロコ

シの生産に偏っている南部地域が 61％と最も多くなっている。 

 

 

図 IV-49 マラウイにおける食料不足の理由（地域別）146
 

  

                                                        
146 WFP (2012)  “Comprehensive Food Security and Vulnerability Analysis (CFSVA) and Nutrition Assessment”  P.20 
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マラウイ政府による「Welfare Monitoring Survey 2011」は 2011 年 8 月から 2012 年 2 月にかけて

調査が実施された147。調査の時期は地域によって異なると思われるが、District 別に、1 日の食事

回数、食料の調達方法、5 歳未満児の栄養失調状況のデータが記載されている。マラウイにおけ

る食料脆弱性の実態を知る上で有用なデータと思われるので、以下に示す。 

 

(1) 都市部 

都市部では、6 割以上の世帯が 1 日 3 回食事をとっているが、1 日 2 回しか食事を取らない世帯

が 1～3 割程度存在する。1 日 1 回しか食事を取らない世帯数は 1％以下である。 

栄養不良の状況には「発育不良（Stunted Growth）」「消耗症（Wasted）」「低体重（Underweight）」

が挙げられるが、1 日 2 回しか食事を取らない世帯数は、Zomba ではいずれの値も都市部で最も

低い。一方、1 日 3 回の食事をとっている世帯数が最も多い Lilongwe では、低体重児の割合が都

市部で最も高い。このことから、食事の回数以外に、食事内容の栄養状態の考慮が必要と考えら

れる。 

 

図 IV-50 「WMS 2011」調査実施前 7日間における都市部の食事回数（2011年）148
 

 

 

図 IV-51 マラウイ都市部における 5歳未満児の栄養不良状況（2011年）149
 

  

                                                        
147 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.15 
148 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.42  Table 3.7 より抜粋 
149 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.113  Table 8.3 より抜粋 

One meal Two meals
Three meals

or more
Total

Malawi 1.8 54.7 43.4 100

Mzuzu City 0.9 29.1 70.0 100

Lilongwe City 0.8 10.2 89.0 100

Zomba City 1.0 35.7 63.3 100

Blantyre City 0.0 14.3 85.7 100

Table 8.3: Proportion of households by number of main meals taken at

household level in the past 7 days prior to survey, Malawi 2011

Stunted Wasted Underweight

Malawi 21.5 1.3 8.2 5.5

Urban 18.0 1.0 6.3 2.9

Rural 21.7 1.3 8.4 5.9

Mzuzu City 25.0 1.4 6.4 6.7

Lilongwe City 20.2 1.2 9.9 1.5

Zomba City 12.7 0.6 5.9 2.8

Blantyre City 19.5 1.3 3.0 1.9

Table 3.7:   Percentage distribution of malnourished under-5 children by type of

malnourishment and background characteristics, Malawi 2011

Type of Malnourishment Participated in

a nutrition

programme
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都市部における食料の調達方法は、ほとんどが市場における購入であることから、都市部の食

料脆弱性は収入の多寡と関連している。 
 

ただし、都市部でも、食料を自給している世帯は 2 割ほど存在する。特に、農業従事者が多い

Mzuzu は 5 割以上が食料を自給している。また、Zomba は家畜を売却して食料を購入する世帯が

70％となっている。 

 
 

 
図 IV-52 「WMS 2011」調査実施前 7日間における都市部の食料調達方法（2011年）150

 

※本調査は複数回答可能のため、合計が 100％を超える。また、1項目で 100％と 

なっている箇所は統計処理上のミスの可能性が高いため、セルに斜線を引いた。 

  

                                                        
150 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.115  Table8.5 より抜粋 

Own

produce

Purchase

from

market

Casual

labour paid

in food

Wild food Gift
Food for

work
Free food

Winter/irri

gated own

food

Barter of

household

assets

Barter of

livestock
Other

Malawi 42.2 55.7 1.4 0.8 2.0 4.7 2.5 2.7 0.6 25.7 55.8

Mzuzu City 53.6 97.0 0.7 0.0 0.5 0.0 0.2 2.6 0.0 0.0 0.0

Lilongwe City 22.6 88.7 0.6 0.0 4.7 0.3 2.4 0.0 0.1 100 0.0

Zomba City 16.8 43.2 0.0 2.7 2.3 0.9 1.9 0.2 1.9 70.4 21.0

Blantyre City 22.1 98.7 2.3 2.7 4.9 0.1 11.7 0.2 0.0 0.0 0.0

Table 8.5: Proportion of households by main source of food consumed in the past 7 days prior to survey, Malawi 2011.
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(2) 北部地方部 

北部地方部では、4～7 割以上の世帯が 1 日 3 回食事をとっている一方、1 日 2 回しか食事を取

らない世帯が 3～6 割程度存在する。1 日 1 回しか食事を取らない世帯数は 1％前後である。 

栄養不良の状況には「発育不良（Stunted Growth）」「消耗症（Wasted）」「低体重（Underweight）」

が挙げられるが、北部地方部では消耗症が少ない一方、発育不良と低体重が多い。また、「Nutrition 

Programme」に参加している District は、栄養不良が少ない傾向にある。 

 

 

図 IV-53 「WMS 2011」調査実施前 7日間における北部地方部の食事回数（2011年）151
 

 

 

図 IV-54 マラウイ北部地方部における 5歳未満児の栄養不良状況（2011年）152
 

  

                                                        
151 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.113  Table 8.3 より抜粋 
152 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.113  Table 8.3 より抜粋 

One meal Two meals
Three meals

or more
Total

Malawi 1.8 54.7 43.4 100

Chitipa 1.2 59.5 39.3 100

Karonga 0.7 28.3 71.0 100

Nkhata Bay 0.0 52.3 47.7 100

Rumphi 0.6 42.7 56.7 100

Mzimba 0.6 45.0 54.4 100

Table 8.3: Proportion of households by number of main meals taken at

household level in the past 7 days prior to survey, Malawi 2011

Stunted Wasted Underweight

Malawi 21.5 1.3 8.2 5.5

Urban 18.0 1.0 6.3 2.9

Rural 21.7 1.3 8.4 5.9

Chitipa 27.4 1.9 8.3 0.0

Karonga 24.5 1.2 8.2 16.6

Nkhata Bay 31.0 1.7 7.4 24.1

Rumphi 12.7 0.4 3.2 9.8

Mzimba 20.5 0.8 10.8 5.2

Table 3.7:   Percentage distribution of malnourished under-5 children by type of

malnourishment and background characteristics, Malawi 2011

Type of Malnourishment Participated in

a nutrition

programme
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北部地域における食料の調達方法としては、自給と市場からの購入が半々程度である。食料脆

弱性の高い Mzimba では、労働の対価として食料を受け取る割合が 23.1％と多くなっている。家

畜の売却による食料購入は Rumphi（28.0％）と Mzimba（26.0％）が多い。 
 
 

 
図 IV-55 「WMS 2011」調査実施前 7日間における北部地方部の食料調達方法（2011年）153

 

※本調査は複数回答可能のため、合計が 100％を超える。また、1項目で 100％と 

なっている箇所は統計処理上のミスの可能性が高いため、セルに斜線を引いた。 

 

 
 
 

  
図 IV-56 北部地域 食料脆弱性地図・貧困率地図154、「Malawi-FEZ Map」155

 

  

                                                        
153 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.115  Table8.5 より抜粋 
154 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”  より北部を抽出 
155 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より北部を抽出 

Own

produce

Purchase

from

market

Casual

labour paid

in food

Wild food Gift
Food for

work
Free food

Winter/irri

gated own

food

Barter of

household

assets

Barter of

livestock
Other

Malawi 42.2 55.7 1.4 0.8 2.0 4.7 2.5 2.7 0.6 25.7 55.8

Chitipa 88.7 83.9 2.0 0.7 3.1 0.3 1.2 0.0 0.6 0.0 0.0

Karonga 44.2 49.0 0.6 0.0 1.0 9.5 1.6 4.6 0.6 16.1 89.0

Nkhata Bay 52.1 48.0 0.9 0.6 1.0 1.9 3.2 7.9 0.4 4.7 79.0

Rumphi 34.8 24.5 2.4 0.0 0.2 9.9 0.1 0.5 1.2 28.0 71.5

Mzimba 12.6 10.6 0.1 0.0 0.6 23.1 0.3 1.2 1.4 26.0 62.5

Table 8.5: Proportion of households by main source of food consumed in the past 7 days prior to survey, Malawi 2011.



貧困プロファイル（平成 25年度） 
マラウイ国 編 

83 

(3) 中部地方部 

中部地方部では、2～5 割以上の世帯しか 1 日 3 回食事をとっておらず、1 日 2 回しか食事を取

らない世帯が 4～8 割程度存在する。1 日 1 回しか食事を取らない世帯数が 1～3％存在する。 

5 歳未満児の栄養失調の状況では地域差があり、中部地域では、食料脆弱性は標準程度の

Nkhotakota と Ntchisi の状況が悪いことから、栄養面での偏りが存在すると考えられる。 

 

 

図 IV-57 「WMS 2011」調査実施前 7日間における中部地方部の食事回数（2011年）156
 

 

 

図 IV-58 マラウイ 中部地方部における 5歳未満児の栄養不良状況（2011年）157
 

  

                                                        
156 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.113  Table 8.3 より抜粋 
157 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.113  Table 8.3 より抜粋 

One meal Two meals
Three meals

or more
Total

Malawi 1.8 54.7 43.4 100

Kasungu 2.4 51.0 46.6 100

Nkhotakota 0.7 40.8 58.5 100

Ntchisi 1.1 58.3 40.5 100

Dowa 0.6 44.1 55.3 100

Salima 1.2 62.4 36.4 100

Lilongwe Rural 1.9 48.4 49.7 100

Mchinji 2.4 57.2 40.3 100

Dedza 0.4 78.0 21.6 100

Ntcheu 2.8 76.6 20.6 100

Table 8.3: Proportion of households by number of main meals taken at

household level in the past 7 days prior to survey, Malawi 2011

Stunted Wasted Underweight

Malawi 21.5 1.3 8.2 5.5

Urban 18.0 1.0 6.3 2.9

Rural 21.7 1.3 8.4 5.9

Kasungu 19.5 0.4 5.3 3.6

Nkhotakota 34.3 3.6 17.2 11.6

Ntchisi 28.9 3.6 14.7 13.5

Dowa 28.8 1.2 12.3 2.3

Salima 18.1 2.3 5.9 7.4

Lilongwe Rural 19.5 1.1 10.0 4.2

Mchinji 21.7 0.7 7.4 3.9

Dedza 18.2 0.3 4.9 2.0

Ntcheu 16.2 0.9 6.5 2.3

Table 3.7:   Percentage distribution of malnourished under-5 children by type of

malnourishment and background characteristics, Malawi 2011

Type of Malnourishment Participated in

a nutrition

programme
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食料の調達方法としては、自給と市場からの購入が半々程度である。中部地域で食料脆弱性の

高い Salima は自給率が 29.5％と低く。市場からの購入（41.1％）、家畜の売却による食料購入（56.8％）

となっている。貧困率の高い地域でも、市場からの食料購入が多い地域と少ない地域に分かれて

おり、市場からの購入が多い地域の方が、貧困状況は深刻とみられる。 

 

 

図 IV-59 「WMS 2011」調査実施前 7日間における中部地方部の食料調達方法（2011年）158
 

※本調査は複数回答可能のため、合計が 100％を超える。また、1項目で 100％と 

なっている箇所は統計処理上のミスの可能性が高いため、セルに斜線を引いた。 

 
 
 

  
図 IV-60 中部地域 食料脆弱性地図・貧困率地図159、「Malawi-FEZ Map」160

 

  

                                                        
158 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.115  Table8.5 より抜粋 
159 National Statistical Office, Malawi (2012)  
“Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”  巻頭 P.2 より中部を抽出 
160 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より中部を抽出 

Own

produce

Purchase

from

market

Casual

labour paid

in food

Wild food Gift
Food for

work
Free food

Winter/irri

gated own

food

Barter of

household

assets

Barter of

livestock
Other

Malawi 42.2 55.7 1.4 0.8 2.0 4.7 2.5 2.7 0.6 25.7 55.8

Kasungu 39.5 43.1 0.3 0.4 1.7 7.6 1.6 2.6 0.7 39.6 67.3

Nkhotakota 48.8 95.5 1.1 0.5 0.0 1.2 2.0 0.0 0.0 0.0 100

Ntchisi 58.0 85.5 2.7 0.1 3.1 11.6 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0

Dowa 62.7 45.7 1.3 0.1 2.1 4.4 1.9 14.1 0.0 8.9 48.5

Salima 29.5 41.1 1.5 0.9 1.5 4.0 1.6 0.4 1.3 56.8 52.7

Lilongwe Rural 44.8 42.0 1.6 0.0 1.5 3.7 2.2 5.9 1.0 28.5 54.7

Mchinji 43.8 26.6 1.8 0.0 1.3 7.4 1.4 6.3 0.6 14.6 42.3

Dedza 42.2 5.9 1.3 0.2 0.0 3.0 0.0 0.0 0.0 66.9 51.5

Ntcheu 60.7 14.3 1.5 0.1 0.4 4.8 0.8 0.1 0.1 16.0 46.6

Table 8.5: Proportion of households by main source of food consumed in the past 7 days prior to survey, Malawi 2011.
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(4) 南部地方部 

食料脆弱性の高い南部地方部では、1 日 3 回食事をとっている世帯は 1～4 割にまで減少する。

そのため、1 日 2 回しか食事を取らない世帯数が 5～8 割程度にまで増加する。さらに、1 日 1 回

しか食事を取らない世帯数は 1～5％前後と、全国平均と比べてもはるかに多く、南部地域の食料

脆弱性の深刻さが伺える。5 歳未満児の栄養失調の状況も、多くの District でマラウイ地方部平均

より悪くなっている。 

 

図 IV-61 「WMS 2011」調査実施前 7日間における南部地方部の食事回数（2011年）161
 

 

図 IV-62 マラウイ 南部地方部における 5歳未満児の栄養不良状況（2011年）162
 

  

                                                        
161 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.113  Table 8.3 より抜粋 
162 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.113  Table 8.3 より抜粋 

One meal Two meals
Three meals

or more
Total

Malawi 1.8 54.7 43.4 100

Mangochi 0.0 53.3 46.7 100

Balaka 2.7 54.4 42.9 100

Machinga 2.4 63.6 34.0 100

Neno 1.7 68.8 29.6 100

Zomba Rural 2.9 58.2 38.9 100

Mwanza 3.9 58.8 37.3 100

Blantyre Rural 1.5 68.5 30.0 100

Chiradzulu 4.7 83.7 11.6 100

Mulanje 1.2 67.2 31.7 100

Phalombe 1.5 54.1 44.4 100

Chikwawa 4.9 62.5 32.6 100

Thyolo 4.4 76.4 19.1 100

Nsanje 1.0 65.7 33.3 100

Table 8.3: Proportion of households by number of main meals taken at

household level in the past 7 days prior to survey, Malawi 2011

Stunted Wasted Underweight

Malawi 21.5 1.3 8.2 5.5

Urban 18.0 1.0 6.3 2.9

Rural 21.7 1.3 8.4 5.9

Mangochi 26.9 3.8 10.3 2.1

Balaka 19.7 2.4 8.3 3.5

Machinga 20.8 1.6 8.9 4.0

Neno 28.3 0.8 5.6 6.7

Zomba Rural 27.4 1.4 10.5 2.3

Mwanza 12.7 0.7 4.3 8.7

Blantyre Rural 32.9 2.5 19.4 5.0

Chiradzulu 20.9 0.7 6.8 8.8

Mulanje 18.7 3.2 8.7 5.4

Phalombe 28.5 5.7 15.8 4.4

Chikwawa 17.2 0.6 6.0 9.8

Thyolo 22.6 1.1 8.0 5.9

Nsanje 30.6 1.3 12.6 3.2

Table 3.7:   Percentage distribution of malnourished under-5 children by type of

malnourishment and background characteristics, Malawi 2011

Type of Malnourishment Participated in

a nutrition

programme
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南部地域における食料の調達方法としては、農業生産性が低いことから、自給よりも市場から

の調達率が高い地域が多い。家畜の売却により食料を購入できる地域は一部に限られている上、

貧困世帯は家畜を飼う余裕がないため、この手段も利用することができない。 

南部地域では食料の調達方法として、他地域では 1％未満だった「Wild Food」が、1.4～10.8％

の割合で存在する。また、「Ganyu」や一般労働において食料を対価として受け取るケースも多い。 

 

 

図 IV-63 「WMS 2011」調査実施前 7日間における南部地方部の食料調達方法（2011年）163
 

※本調査は複数回答可能のため、合計が 100％を超える。また、1項目で 100％と 

なっている箇所は統計処理上のミスの可能性が高いため、セルに斜線を引いた。 

 

  

図 IV-64 南部地域 食料脆弱性地図・貧困率地図164、「Malawi-FEZ Map」165
 

  

                                                        
163 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.115  Table8.5 より抜粋 
164 National Statistical Office, Malawi (2012) 
 “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”  巻頭 P.2 より南部を抽出 
165 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より南部を抽出 

Own

produce

Purchase

from

market

Casual

labour paid

in food

Wild food Gift
Food for

work
Free food

Winter/irri

gated own

food

Barter of

household

assets

Barter of

livestock
Other

Malawi 42.2 55.7 1.4 0.8 2.0 4.7 2.5 2.7 0.6 25.7 55.8

Mangochi 58.4 88.9 0.7 0.4 2.3 1.2 1.1 0.0 0.0 0.0 43.5

Balaka 50.7 48.1 1.9 0.3 1.8 1.4 3.7 0.7 3.1 100.0 100

Machinga 52.0 67.6 1.6 0.0 1.7 3.0 3.1 0.3 1.2 88.8 51.3

Neno 50.1 60.2 4.6 1.4 2.6 10.1 5.6 3.9 1.8 10.5 71.0

Zomba Rural 36.4 69.9 0.0 0.1 1.6 0.9 3.4 1.2 0.2 0.0 100

Mwanza 13.7 19.1 0.0 0.0 1.5 16.5 2.0 0.0 1.2 10.8 57.9

Blantyre Rural 63.5 91.0 0.6 0.0 0.7 0.8 3.5 0.3 0.0 0.0 100

Chiradzulu 48.1 46.7 0.8 5.6 3.7 1.8 1.9 0.5 0.7 47.2 38.6

Mulanje 34.7 65.6 0.9 1.5 3.2 2.9 2.8 6.1 0.0 21.6 50.8

Phalombe 60.9 95.9 11.2 10.8 7.4 2.2 5.3 17.9 0.0 0.0 0.0

Chikwawa 16.7 56.9 2.5 0.8 2.6 5.6 1.6 1.5 1.1 65.5 49.3

Thyolo 64.3 46.4 1.0 0.0 0.5 6.5 1.2 0.7 1.6 61.7 37.8

Nsanje 2.2 7.0 0.0 0.0 0.0 4.9 0.1 0.6 0.9 29.2 50.8

Table 8.5: Proportion of households by main source of food consumed in the past 7 days prior to survey, Malawi 2011.
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最後に、マラウイ政府の食料脆弱性状況の地図と、WFP が公表した「食料エネルギー不足状況」

「不適切な食料消費状況」の地図を示す。WFP の報告書にはデータ内容の詳細は書かれていない

が、いずれの分布も傾向が異なっている。 

このことから、マラウイの地域ごとの食料状況については、地域ごとの農業生産性、収入の格

差、食事の習慣など、複数の要素が存在すると考えられる。地域ごとの食料の問題については、

さらに詳細な調査が必要と思われる。 

 

   

図 IV-65 マラウイにおける食料関連の地図 

（左）食料脆弱性地図（再掲）166
 

（中）WFPによる食料エネルギー不足状況の地図167
 

（中）WFPによる不適切な食料消費の地図168
 

  

                                                        
166 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”  巻頭 P.2 
167 WFP (2012)  “Comprehensive Food Security and Vulnerability Analysis (CFSVA) and Nutrition Assessment”  P.12 
168 WFP (2012)  “Comprehensive Food Security and Vulnerability Analysis (CFSVA) and Nutrition Assessment”  P.14 
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V. 社会的属性・特性と貧困との関連分析 

1.  社会的被排除グループの存在と貧困指標との関連 

マラウイでは第 II 章に記した通り、「MGDSII 2011-2016」において、脆弱性を有する集団とし

て高齢者、慢性疾病者、孤児、障害者および貧困世帯が挙げられている。以下にこれらの集団を

社会的被排除グループと位置づけ、各グループの現況を記す。 
 

(1)  社会的被排除グループの存在 

(i) 高齢者 

図 V-1 に、マラウイにおける年齢層（横軸）と貧困率の関係を示す。図によると、都市部の貧

困率は、各年齢層において地方部のそれ対し概ね半分未満で推移している。また、地方部と都市

部について、年齢間の貧困率の変動に大きな違いが見られ、都市部については、各年齢層につい

て貧困率の下降・上昇がみられる。地方部については、40 代後半をピークとして高齢者層にかけ

て貧困率が低くなっている。都市部と地方部（農村を主体とする）における貧困状況の差異の根

底要因は、世帯の生業形態や世帯主および世帯構成員の雇用状況にあるものと考えられる。 

 

 

 

図 V-1 マラウイにおける世帯主の年齢層と貧困率の関係169
 

  

                                                        
169 National Statistical Office(NSO), Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011” 

In Household Socio-Economic Characteristics Report, P.220 
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図 V-2「15 歳以上の新規被雇用者等の職業形態別内訳」に、賃金労働（37.6%）、臨時雇用（4.1%）、

および自営業（20.1%）を都市部における主たる現金収入源として示す。これらの各種職業機会へ

のアクセスは、若年世帯主世帯（25 歳以上）から 60 代後半にかけて低下している。 

 

 

図 V-2 マラウイにおける 15歳以上の新規被雇用者等の職業形態別内訳（2011年）170
 

  

                                                        
170 National Statistical Office (2012) “Welfare Monitoring Survey Report 2011”  P.68 
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(ii) 慢性疾病者 
図 V-3 に、マラウイにおける主な慢性疾病に関する疾患報告の割合を示す。 
 

国内全体の内訳として、慢性疾病の報告者数が多い順に、喘息（Asthma）22.3%、関節炎（Arthritis）

13.1%、てんかん（Epilepsy）10.1%となっている。世帯の所得階層（五分位階級）と慢性疾病との

関係から、所得の低い世帯よりも高い世帯においての疾病発生報告件数が多く、最高位層の報告

件数（7%）は最低位層（3.5%）の 2 倍となることが示される。 

 

他方、主要な感染症の発生報告件数はそれによらず、慢性マラリアについては、中位層以下、

所得の低い世帯において報告者数が多くなる。結核（TB：Tuberculosis）および HIV が 8.8%につ

いては、高位 2 階級（第 4 および第 5 階級）において TB と HIV の報告件数が高いものの、高位・

低位双方の階級で共に 10%台の報告があり、中位階級（第 3 階級）を狭間に全体としてきっ抗し

た状況にある。その他、喘息、およびてんかんについての発生報告件数の割合は、低位階級にお

いて多くなっている。 
 

 
図 V-3 マラウイにおける主な慢性疾病に関する疾患報告の割合171 

  

                                                        
171 National Statistical Office (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011”  P.46 
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図 V-4 は、熱病/マラリア他、主要な疾病 5 種および怪我等について、各々の罹患率を比較した

ものである。 
 

熱病/マラリアの罹患率は主要な 5 種の中で最も高く（42.7%）、普通感冒（かぜ）/インフルエ

ンザ（12.3%）と下痢（diarrhea：10.9%）を上回っている。また、下痢やかぜ/インフルエンザの

罹患率は共に所得の低位層について高く、呼吸器系感染症（Respiratory Infection）は高所得層にお

いて高くなっている。これらの事象には、環境要因および衛生事情のほか所得状況に応じた栄養

摂取状況や予防・治療にかかる医薬品購入における所得階層間の差異が影響しているものと考え

られる。 
 

 
図 V-4 マラウイにおける疾病（上位 5種）・負傷の罹患率内訳172  

  

                                                        
172  National Statistical Office (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011” 
In Household Socio-Economic Characteristics Report  P.43 
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「Malawi Malaria Indicator Survey 2012」によると、蚊帳の所有率は都市部の方が地方部よりも

若干多い。また、貧困層は蚊帳の所有率が 50％を切っており、世帯の経済状況と蚊帳の所有率に

相関関係が見られる。地域では南部が最も蚊帳の所有率が低い。 

 

 
図 V-5 マラウイ 蚊帳の所有率に関する統計（2012年）173

 

  

                                                        
173 Ministry of Health, Malawi (2012) “Malawi Malaria Indicator Survey 2012”  P.20 
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社会属性別の蚊帳の利用状況を以下に示す。マラリアに対して脆弱な 5 歳未満児の蚊帳利用率

は 50％を超えているが、5～14 歳の子供の利用率は 30％前後と低くなる。全般の利用率は 40％台

である。妊産婦の蚊帳の利用率は 50％を超えるものの、マラリア予防という観点からはさらなる

蚊帳の利用の普及が必要と考えられる。 

 

 
図 V-6 マラウイ 社会属性別 蚊帳の利用状況（2012年）174

 

                                                        
174 Ministry of Health, Malawi (2012) “Malawi Malaria Indicator Survey 2012”  P.25 
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図 V-7 マラウイ 妊産婦の蚊帳の利用状況（2012年）175

 

                                                        
175 Ministry of Health, Malawi (2012) “Malawi Malaria Indicator Survey 2012”  P.28 
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図 V-8 は、重病者（慢性疾病者を含む）を有する世帯に対して外部支援の種別とそれへのアク

セス状況を示す。ここでは、ほぼ全ての年齢層と男女について、特に地方部の世帯や低所得層に

ある世帯において、医療サービス、精神ケア、社会的補助のいずれの支援も受けられない重病者

が 70～75%程度存在することが示されている。 
 
 

 
図 V-8 マラウイにおける重病者を有する世帯に対する外部支援とそのアクセス状況176

 

  

                                                        
176 National Statistical Office (2011) “Demographic and Health Survey 2010”  P.268 
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HIV 感染者の社会的属性は、農村部よりも都市部に多い。地域別では南部の感染者が多くなっ

ているが、これは南部に Blantyre と Zomba という二大都市が存在するためと考えられる。（「MDHS 
2010」のデータでは地域別データに都市部を含んでいる） 

信仰する宗教による感染率の相違は見受けられないが、民族によって HIV の感染率は大幅に異

なっている。また、男女とも、経済的に富裕なほど HIV 感染率が増加する傾向にある。 

 
図 V-9 マラウイの HIV感染者の社会的属性（2010年）177

 

  

                                                        
177 National Statistical Office, Malawi (2011)  “MDHS 2010”  P.198 
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マラウイ政府の MDGs レポートでは HIV／AIDS に対する包括的知識（国連 MDGs 指標 6.3）が

公表されていないが、「MDHS 2010」には掲載されている。この数値を見ると男女とも、都市部

に住む層、教育を受けた層、経済的に豊かな層ほど HIV／AIDS に対する正しい包括的知識を有し

ている。しかし、マラウイにおける実際の HIV 感染者は都市部・経済的に豊かな層ほど多く、教

育の有無は関係ないという状況になっている。このことは、マラウイにおいては HIV に関する知

識が、HIV 感染防止に有意に働いていないことを示している。HIV 感染防止に関する啓発活動が

必要と考えられる。 

 

 
図 V-10 HIV/AIDS に関する女性の包括的知識（2010年）178

 

  

                                                        
178 National Statistical Office, Malawi (2011)  “MDHS 2010”  P.169 
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図 V-11 HIV/AIDS に関する男性の包括的知識（2010年）179
 

                                                        
179 National Statistical Office, Malawi (2011)  “MDHS 2010”  P.170 
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(iii) 孤児 

図 V-12 に、孤児（15 歳以下）の状況を示す。マラウイ全体で 15 歳以下の子どものうち約 10%

が父親または母親のいずれかを亡くしていることが分かる。これらの子どもにおいて、父親を亡

くした子どもの割合は 58%、他方、母親を亡くした子どもの割合は 20%となっており、死別によ

る父親不在の傾向は、性別（男子・女子）および居住地（都市部・地方部）でみた場合も概ね同

様な傾向にある。 

 

所得階層別にみた孤児の人口割合について、低所得者層（最低位層となる 2 つの階級）に占め

る孤児世帯の人口は、概ね 11%におよび、このうち両親を亡くした子どもの割合は 20%となって

いる。これら低所得孤児世帯については、世帯に含まれる親類、兄弟ないし当該の子ども自身が

主たる家計の維持活動に従事していることが考えられ、全孤児人口の 2%強（全体 10.9%について

22%）に留まるものの、貧困に直結する社会的脆弱性が浮き彫りになっている。 

 

図 V-12 マラウイ国内における孤児（15歳以下）の各種人口割合（2010年度）180
 

  

                                                        
180 National Statistical Office (2012)  

“Integrated Household Survey 2010-2011” In Household Socio-Economic Characteristics Report, P.18 
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マラウイにおける孤児（20 歳以下）は全人口の 1 割前後となっている。これは、マラウイ政府

が公表している「全就学児における孤児の比率」（2009 年で 0.146）と概ね同程度となっている。

地域的には都市部に孤児が多い傾向にあり、南部地域の孤児が多い。また、孤児になった理由と

しては「父親の死亡」が最も多い。 

マラウイ政府の「全就学児における孤児の比率」を図 V-14 に示す。国連の MDGs 指標 6.2 は「エ

イズ孤児の非エイズ孤児に対する就学比率」であるが、マラウイ政府が公表しているのは「全就

学児における孤児の比率」となっており、エイズ孤児ではなく孤児全般に関する数値である。 

 

 

図 V-13 マラウイにおける孤児の状況181
 

 

 
図 V-14 マラウイ 全就学児中の孤児比率推移（1994～2009年）182

 

  

                                                        
181 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.31  Table 2.4 より抜粋 
182 MoDPC, Malawi (2011) “2010 Malawi Millennium Development Goals Report”  P.39 
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MDGs の本来の指標値である「孤児の就学率」に関連したデータを見てみると、初等教育にお

ける孤児の出席率は高く、非孤児とほぼ同等であるが、14 歳以降になると徐々に非孤児との差が

開いていく。これは、中等教育の孤児のドロップアウト率が、非孤児よりも多くなっていること

が主要な要因と考えられる。 

 

 

図 V-15 孤児と非孤児の学校の出席状況（2011年）183
 

 
 

 
 

図 V-16 孤児と非孤児のドロップアウト率（2011年）184
 

                                                        
183 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.52  Table4.5 より抜粋 
184 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.55  Table4.8, 4.9 より抜粋 
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(iv) 障害者 

障害者は、行政ないしコミュニティにおける福祉サービスの不在や関連施設環境の未整備等の

間接的な理由、または身体障害上の直接的な理由によって就学や就労に支障をきたしており、社

会的被排除グループに位置づけられる。 

図 V-17 によると、マラウイでは全体で 498,000 人規模の障害者人口がおり、このうち約 90%

（452,000 人規模）が地方部に存在する。障害別人口内訳については、視覚、聴覚、歩行および言

語の順で高くなっている。 

図V-18は、UNICEFがマラウイにおける障害者の職業能力開発および雇用に関する課題として、

2008 年実施の「Malawi Housing and Population Census」と個別訪問詳細調査をもとに実態を取りま

とめたものである。この図から、障害者各年齢層にわたる共通の課題として、障害を有する青少

年を対象とした職能訓練所の不足、これにかかる訓練機会に関する不適切な知識、入所対象資格

と入所希望者能力のギャップがあげられる。さらに、14 歳を超えた年齢層にある障害者は、障害

に起因する職種の選択や研修機会の制限があることや雇用主からの差別が顕著であることなどが

課題となっている。 
 

 
図 V-17 マラウイの都市部・地方部における障害者人口と障害区分（2010年）185

 

 

 

図 V-18 マラウイにおける障害者のスキル向上と雇用機会に関する課題（2013年）186
 

                                                        
185 National Statistical Office, Malawi (2010) “The 2008 Population and Housing Census”  P.16 
186 UNICEF (2013) “From Exclusion to Inclusion – Promoting the Rights of Children with Disabilities in Malawi”  P.35 
http://www.unicef.org/malawi/MLW_resources_cwdreportfull.pdf（2013/12/18 アクセス） 
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(v) 寡婦187を世帯主とした貧困世帯 

図 V-19 は、マラウイにおける低所得世帯（五分位階級のうち最低位の 2 階級に相当する世帯）

に占める女性ならびに男性世帯主の割合を示している。最低位の 2 階級における女性世帯主世帯

の割合が男性世帯主世帯のそれを上回り、特に最低所得層に占める割合は女性世帯主世帯（33%）

が男性世帯主世帯（16%）の倍以上となっている。 

図 V-20 の統計局のデータから、マラウイ国内全世帯のうち女性世帯主の占める割合は 23.9%と

なっていることが分かる。地域別に見た場合には、地域部（25.0%）においてその割合が都市部に

比べて高くなっており、州別では南部州（28.7%）の女性世帯主世帯の割合が高くなっている。さ

らに、女性世帯主世帯の 88.4%は寡婦となっており、上述の低所得世帯の最下層に占める女性世

帯主世帯の割合を考慮すれば、これらの世帯についてはその多くが経済的な脆弱性に直面してい

るものと考えられる。 

 
図 V-19 マラウイにおける低所得世帯に占める女性・男性世帯主の割合（2012年）188

 

 

 
図 V-20 マラウイにおける世帯主（男性・女性）の分布状況（2010年度）189

 

                                                        
187 「寡婦」とは夫を死別、離別により失った再婚していない女性を指す。 
188 WFP (2012) “Comprehensive food security and vulnerability analysis (CFSVA) and nutrition assessment – Malawi 
October 2012”  P.25 
189 National Statistical Office (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011”  

In Household Socio-Economic Characteristics Report, P.14 
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(2)  その他一般的な要因 

社会的脆弱性は、年齢、性別、障害、失業、そして貧困や紛争・災害などの要因とともに言及

することができる。この項では、特にマラウイにおいて一般的に貧困との関連性が高いと考えら

れるジェンダーおよび教育の各要因から、一般世帯における貧困との関連性を示す。 
 
(i) ジェンダーと貧困 

図 V-21 に、マラウイにおける男性および女性世帯主別の特性を示す。前ページの図 V-20 に示

す通り、マラウイ国内全世帯に占める女性世帯主世帯の割合は 2 割強、男性世帯主世帯の割合は

8 割弱となっている。ここに、食料消費水準190について低水準世帯に占める割合、高齢者（>65 歳）

世帯主世帯の割合、疾患者を扶養する世帯の割合、劣悪な衛生（不衛生な状態にあるトイレの所

用と同飲料用水水源へのアクセス状況）環境下にある世帯および低所得層（五分位階級のうち最

低位の 2 階級に相当する世帯）に占める世帯についてみた場合、これらの各指標について、いず

れも女性世帯主世帯の割合が男性世帯主世帯のそれを上回っている。女性世帯主とその世帯は、

男性世帯主とその世帯と比べて高い社会的脆弱性を有していることが理解される。 

 

 

図 V-21 マラウイにおける世帯主別（男性・女性）の特性（2012年）191
 

                                                        
190 食料消費水準は Food Consumption Score を示し、これは世帯の食料多様性、その消費頻度を総合的に考慮した

指標であり、世帯について各種食料品区分別に消費日数を計上してスコアを算出し、これを 3 つの水準（poor、
borderline および acceptable）に区分したものである。 

191 WFP (2012) “Comprehensive food security and vulnerability analysis (CFSVA) and nutrition assessment – Malawi 
October 2012”  P.27 
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(ii) 教育水準と貧困 

図 V-22 に、マラウイにおける世帯の貧困発現率（総世帯数に占める貧困世帯の割合）と世帯主

の最終学歴の関係を示す。この図では、世帯の貧困状況と世帯主の最終学歴に高い相関関係があ

ること、公的な教育課程を全く得ていない世帯主世帯のうち地方域において約 60%、都市部にお

いて約 30%が貧困状況にあることが示されている。都市部ならびに地方部の両者において、世帯

主の最終学歴として初等教育（PSLC：Primary School Leaving Certificate）、中等教育（JCE：Junior 

Certificate Examination）および高等教育（MSCE：Malawi School Certificate Examination）の各順に

貧困の発現率は低下している。また、地方部における貧困の発現率は、各最終学歴について地方

部のものは都市部の倍以上となっており、これは都市と地方における賃金労働ないし雇用機会へ

のアクセス状況の違いが影響しているものと考えられる。 

 

 

図 V-22 マラウイにおける貧困発現率と世帯主の最終学歴との関係（2012年）192
 

                                                        
192 National Statistical Office (2012)  

“Integrated Household Survey 2010-2011” In Household Socio-Economic Characteristics Report, P.222 
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教育と貧困の関係について、さらに、子ども（5～14 歳）の教育と貧困に強く関連している児

童労働の現状を図 V-23 に示す。ILO は、マラウイの子どもの 4 人に 1 人が、児童労働者として過

剰に労働に従事しており、その規模は約 90 万人におよぶと報告している193。 

児童労働者として、家庭内外において何らかの労働に従事する子どもの人口割合は、地域別に

みた場合に地方部においてその割合が高く（27.7%）、都市部の倍近くとなっている。州別では、

北部州（32.7%）において、他 2 州よりも約 5～10%程度高い割合で子どもが児童労働者として労

働に従事している。また、マラウイにおける児童労働に位置づけられる子どものうち、約 30%が

就学していない状況にある。さらに、家庭内外の労働に従事する子どもの母親については、いず

れの教育課程も終了していない、または初等教育のみ終了した母親の割合が過半数以上（約 53%）

となっている。児童労働人口について、低所得層（五分位階級のうち最低位の 2 階級）に位置づ

けられる子どもの割合は、全体で 56%程度におよび、これらのうち家庭内において家事手伝い等

に従事している子どもの割合は半数未満、約 34%となっている。 

 

 
図 V-23 マラウイにおける児童労働に従事する子どもの割合（2010年 ILO）194 

  
                                                        
193 ILO (2010) “Employment Diagnostic Analysis on Malawi”  P.21 
194 ILO (2010) “Employment Diagnostic Analysis on Malawi”  P.21 
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VI. 貧困に影響を与えている国内外の要因 

1.  国内外からの移住者および難民 

図 VI-1 にマラウイにおける国外流入人口を含む人口移動（2011 年）についてのデータを示す。 

本図によると、国内の移住者人口は「IHS 2」（2005 年、NSO 実施の「Integrated Household Survey」）

と「IHS 3」（2011 年実施）にかけて約 17%から 10%に減少している。同様に、各所得世帯（低

所得から高所得層を含む五分位階級の各世帯）についても、2005 年から 2011 年にかけて移住者

人口の割合が大幅に減少している。寡夫および寡婦の各人口について、移住者人口の占める割合

は微少に増加している。移住パターンは、都市→都市、都市→地方、地方→都市、地方→地方お

よび国外→国内都市部に大別される。これらのうち、移住者人口の割合が最も大きいパターンと

なるのは、地方部から都市部への移住となっており、その割合は移住者総人口の半数超（53.7%）

となっている。この「地方→都市」移住者の世帯所得について五分位階級別の分布割合をみた場

合、低所得層に位置づけられる世帯の割合は約 70%（69.1～73.6%）と高くなっている。また、マ

ラウイ国外より国内に移住した人口は、マラウイ総人口（2008 年国勢調査より約 1300 万195）の

1.7%で、約 22 万人規模となっている。他方、国外からの移住者の低所得層人口に占める割合は

3.2%～5.0%となり、これらの移住者は経済的な脆弱性を有し、国内貧困層の裾野に組み込まれて

いると考えられる。 

 

一方、マラウイには中・東部アフリカ諸国を中心とする国外からの難民（亡命申請者を含む）

も多く存在する。図 VI-2 に UNHCR が取りまとめた国外からの難民国別内訳を示す。2013 年 8

月時点における出身国別の難民数内訳では、コンゴ民主共和国、ルワンダおよびブルンジが上位

3 国であり、2013 年の難民キャンプ新規受け入れ人数は、コンゴ民主共和国とブルンジについて

各々4 千、9 千人規模となっている。なお、マラウイは隣国モザンビークから多数の難民をポルト

ガル統治時代および内戦時代に受け入れた経緯があり、UNHCR による本国帰還・復興プログラ

ムの功によって 1990 年代初頭に全ての内戦被災難民がモザンビークに帰還している196。こうした

経緯もあり、マラウイとモザンビークの間には越境に関する協定197が独立以前より存在する。 

UNHCR の報告198によれば、マラウイ南部州 Neno 県の Luwani 難民キャンプの閉鎖以降、同キ

ャンプからの難民移管と併せて難民の受け入れ先が中部州Dowa県のDzaleka難民キャンプのみと

なったため、近年、同キャンプの難民受入れ能力は限界状況にあるとしている。この状況下、難

民キャンプが立地するホスト・コミュニティ（host community）では、キャンプサイトで使用され

る薪の回収による森林の伐採が進み、自然環境破壊の進行と相まって資源の簒奪が発生し、ホス

ト・コミュニティにおける経済的な脆弱性が高まっていると UNHCR は報告している199。 
  

                                                        
195 National Statistical Office (2010) “The 2008 Population and Housing Census”  P.3 
196 Policy Development and Evaluation Service, UNHCR (2010) “Refugee protection and international migration -A review 

of UNHCR’s role in Malawi, Mozambique and South Africa”  P.5 
197 国連による 1951 年設立の国際条約「難民の地位に関する条約（United Nations Convention Relating to the Status of 

Refugees）」に登記されたマラウイ＝モザンビーク 2 国間の協定で第 17 条「賃金が支払われる職業」および第

26 条「移動の自由」（居住地を選択する権利と当該締約国の領域内を自由に移動する権利の付与）を保障し、協

定内容は両国の国内法においても解釈されている。 
198 WFP (2013) “Protracted Relief and Recovery Operation -Food Assistance to Refugees in Malawi”  P.2 
199 WFP (2013) “Protracted Relief and Recovery Operation -Food Assistance to Refugees in Malawi”  P.2 
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図 VI-1 マラウイにおける国内人口移動（2010年度）200

 

 

 
図 VI-2 マラウイ国内における難民および救済申請者の数（2013年 8月）201

 

                                                        
200 National Statistical Office (2012) “IHS 2010-2011” In Household Socio-Economic Characteristics Report, P.20 
201 UNHCR (2012) “UNHCR Operation in Malawi – Fact Sheet 1st September 2013”  P.1 
http://www.unhcr.org/524d85139.pdf（2013/12/18 アクセス） 
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2.  農業生産を脅かす干ばつと貧困 

マラウイにおける農業生産活動に従事する世帯の形態別内訳を図 VI-3 に示す。 

マラウイ全世帯に占める農家世帯の割合は約 85%、耕作農家でみた場合には全世帯の約 84%と

なっている。さらに、最低所得層に位置付けられる世帯の約 96%が耕作農家であり、栽培作物の

不作などが世帯の食料生産、食料自給事情に大きな影響を与えることが予想される値である。 
 

 

図 VI-3 マラウイにおける農業従事世帯数（2011年）202
 

  

                                                        
202 National Statistical Office (2012) “IHS 2010-2011” In Household Socio-Economic Characteristics Report, P.130 
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図 VI-4 は主食（メイズ）を含む食料の調達先内訳を示す。 

 

自家生産の占める割合はマラウイ全体で 45%、地方部では 51%となっている。農家世帯の多く

はある程度のメイズを貯蔵するものの、その量には限界があり、特に天水に依存する農家では 10

月～4 月の雨期に世帯の「食料安全保障」を維持するため市場よりメイズを調達している203。 

 
 

 

図 VI-4 マラウイ 国内地域別にみた食料の調達先（2012年）204
 

  

                                                        
203 WFP (2012) “Comprehensive food security and vulnerability analysis (CFSVA) and nutrition assessment – Malawi 

October 2012”  P.15 
204 WFP (2012) “CFSVA and nutrition assessment – Malawi October 2012”  P.15 
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耕作農家の貧窮状態を助長するマラウイ国内の自然災害について、既往の発生状況を図 VI-5 に

示す。1900 年から 2013 年までの過去 100 年間、最近までの発生例を含めて、50 万人～7 百万規

模の被災（害）者を出した干ばつが計 7 回発生している。これらの干ばつは、いずれも 10 月～4

月の間、すなわち雨期のメイズ作の期間において発生しており、自家生産はもとより市場への供

給、すなわち主食の貯蔵、市場品による補完まで、甚大な数の農家が食料危機のリスクに直面し

てきたと考えられる。 
 
 

 

図 VI-5 マラウイ国内における主な自然災害と被災者数（1900年～2013年）205
 

                                                        
205 Centre for Research on the Epidemiology of Disasters (2013) “EM-DAT The International Disaster Database” 

http://www.emdat.be/database（2014/01/08 アクセス、世界銀行ホームページ“Malawi Dashboard -Natural Disaster”内
よりリンク） 
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長期的な食料危機、貧困リスクとしての干ばつに対し、マラウイでは少雨乾燥（雨期のメイズ

作付け期間半ばに生じる“Dry spell” 206）が短期的にないし地域によっては頻繁に発生し、農家世

帯の食料自給に追い打ちをかけている。少雨乾燥の発生頻度については、特に南部州について高

い頻度がみられ、対して北部州では降水の開始時期、降雨量ともに比較的安定している。図 VI-6

は降雨の変動性（メイズの播種 2 ヶ月目以降期間における月平均降水量の変動係数）についての

地域的な分布となるが、南部州 Chikwina 県および Nsanje 県を含む地域において、年ごとの降雨量

に高い変動が示されている。 

 
図 VI-6 マラウイにおける降雨の変動性（メイズ作播種 2ヶ月目以降）207

  

                                                        
206 農業気象学的な区別として、dry spell は、発生確率にして 3 年に 2 度程度、少雨が作付期に 2～3 週間継続し収

量の低下を生じさせる。干ばつ（drought）は 10 年に 1 度の発生確率であり、作付期の降水量が当該期間におけ

る作物水要求量の最低水準を下回り、作物の生育・収量に決定的な壊滅状態を生じさせる。 
（参考文献）Wani, S.P. et al. (2009) “1. Rainfed Agriculture –Past Trends and Future Prospects” P.8,  
“Rainfed Agriculture”, ed. Wani, S.P. et al., CAB International, UK. 所収 
http://www.iwmi.cgiar.org/Publications/CABI_Publications/CA_CABI_Series/Rainfed_Agriculture/Protected/Rainfed_Agr
iculture_Unlocking_the_Potential.pdf（2014/02/26 アクセス） 

207 WFP (2012) “CFSVA and nutrition assessment – Malawi October 2012”  P.43 
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3.  当該国特有の事項 

(1) マラウイ国内一般家庭にみる不安定要因 

図 VI-7 は、一般世帯について、その生活に深刻な影響をおよぼしている事象等を統計局（NSO）

がまとめたものである。図によると、マラウイ全体で 37.8%、地方部でみた場合には 43.1%の世帯

が、干ばつと降雨の年変動を家庭の貧窮化に影響をおよぼしかねない要因として捉えている。こ

の点については、「2. 農業生産を脅かす干ばつと貧困」で既に述べている。回答割合が上位 5

位に入る事象は、上記「干ばつ・降雨の年変動」以下、「農業用投入資材の価格動向（高価）」

（26.2%）、「食料品価格動向（高騰）」（24.5%）、「農産物の価格低迷（国内市場）」（12.2%）

および「世帯構成員の疾患」（11.5%）となる。これら上位 5 事象のうち 3 項目は、農業生産に関

わる不安定要因といえる。この点は、アフリカ諸国の農業セクターにおける一般的な課題として

も捉えられるが、安定的な経済成長基盤として農業生産性の向上を課題としているマラウイにお

いては、食料安全保障の底支えを担う小規模農家世帯の貧困化を左右する特有の問題といえる。 

 

 

図 VI-7 マラウイ 一般世帯について生活に深刻な影響を及ぼしている事象等（2010年度）208
 

  

                                                        
208 National Statistical Office (2012) “IHS 2010-2011” In Household Socio-Economic Characteristics Report, P.169 
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(2) 地方農業セクターにおける日雇い労働（Ganyu）：地方部の雇用機会 

図 VI-8 に男女世帯主別の所得源内訳を示す。女性世帯主世帯および男性世帯主世帯についての

収入源内訳には、類似性がある。両世帯における収入源は、従事割合の高い項目から、農業（共

に約 60%）、日雇い労働（以下「Ganyu」と記載）、賃金労働、自営業（小売ほか）、非農業セ

クターにおける日雇い労働、徒弟制に基づく職人業（Apprenticeship）となっている。 

 

この図では、マラウイ国内独自の単語として「Ganyu」が使用されている。「Ganyu」はチェワ

語で「一時雇用」を意味しており、貧農の有力な現金収入源となっている。一般的な表現として、

「Casual work」「Temporary rural work」と解釈することもできるが、マラウイ農村の実情を的確

に捉えるために、ここではオリジナルの表記を維持することとする。 

 

「Ganyu」は、特に地方の貧困状況を考慮する上において重要なので、以下詳しく述べる。 

なお、マラウイ政府統計局の資料等においては「Ganyu」の定義は明記されていない。 

 

 

 

 
図 VI-8 マラウイにおける世帯主別（男・女）の所得源（2012年）209

 

  

                                                        
209 WFP (2012) “Comprehensive food security and vulnerability analysis (CFSVA) and nutrition assessment – Malawi 

October 2012”  P.26 
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以下の記載内容は、国際 NGO の実施した農村労働者と雇用に関する実態調査210の報告内容によ」

っている。 
 

最初に、M.Whiteside による「Ganyu」の定義211を図 VI-9 に示す。 

 

Chipere Ganyu 「Ganyu」の原義であり、親戚や近隣住民による相互扶助を指す。

報酬は現金ではなく、食事やビールなどで与えられる。農業が中心

であり、植え付けや収穫等の場合が多いが、土木工事など農業以外

の場合もある。 

Kontalakiti やや貧しい小規模農家が他人を一時雇用するもので、10 月から 2
月の農閑期に畑の準備、種まき、除草などを行う。この場合、報酬

として作業時の食事と現金が支払われる。 

Ganyu on 

Commercial Estates 
大規模農場における一時雇用であり、タバコ農場が最も多い。雇用

人は農場まで毎日通勤する場合と、一定期間、農場の中に住み込む

場合がある。大規模農場では地方部の最低賃金が支払われるが、小

規模農場では最低賃金が支払われない場合もある。 

Non-Agricultural Ganyu 経験を必要としない一時労働も「Ganyu」に含まれる。例としては

レンガ造り、建物の建築、溝掘りなどが挙げられる。乾季に行われ

る傾向があり、農業への影響は少ない。地域によっては漁業の

「Ganyu」があり、漁網張りなどを行う。女性や子供（女子）は、

Ganyu として水汲みなどを行い、報酬を受け取る場合がある。 

Ganyu by Children 子供が「小遣い」稼ぎに行うもの。マラウイでは、親が子供に対し

安易に小遣いを与えず、自分で稼ぐように勧める傾向がある。 

図 VI-9 Whiteside(2000)によるマラウイにおける「Ganyu」の種類212
 

 

  

                                                        
210 M.Whiteside (2000) “Ganyu labour in Malawi and its implications for livelihood security interventions” 
211 M.Whiteside (2000) “Ganyu labour in Malawi and its implications for livelihood security interventions”  
AgREN(Agricultural Research & Extention Network, UK) Network Paper No.99 
http://www.odi.org.uk/sites/odi.org.uk/files/odi-assets/publications-opinion-files/8256.pdf（2013/12/27 アクセス） 
※農村における労働者・雇用実態調査は、英国 DIFD による助成資金のもと OXFAM Malawi の委託調査として実

施された。 
212 M.Whiteside (2000) “Ganyu labour in Malawi and its implications for livelihood security interventions” 
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「Ganyu」は「他者所有の農地における日雇い農作業労働」と位置づけられ、労働期間は数日か

ら週単位におよび、作業報酬は現金または現物支給（食料等）として出来高払い方式となるのが

通常である。「Ganyu」における労働対象は、親族、近隣住民、孤立農村の小規模農家の所有する

農地が主体となるが、時には隣国の大農場（エステート）となる場合もある。労働の担い手は、

男女、子どもであり、比較的技能を必要としない農作業（耕うん、土よせ、畝立て、除草作業な

ど）を主とした労働である。 

 

上記の実態調査報告は、マラウイ地方農村における「Ganyu」のあり方を以下の各点から、極め

て深刻な貧困問題として位置付けている。 

 

● 自己の農地における一通りの生産活動が終了したのち、「Ganyu」は農村の貧困世帯にとって

最も重要な生計手段となる。 

● 食料の貯蔵が底をつき、次期作付けまでの期間（図 VI-11 を参照）における深刻な貧窮と飢

えに対処するため、農村の貧困世帯は「Ganyu」により現金または現物収入を得ることで生命

線を維持する。 

● 「Ganyu」で得られる収入は低く、これらの現金を持続的な生計活動（＝農業生産）を図る上

で必要となる資本材（肥料や種子など）に充てていくことは極めて困難である。 

● 「Ganyu」への依存を強める農村の貧困世帯は、労働報酬としての即時、目前の食料支給に価

値を見出す一方、本業すなわち自己の農地における生産活動に投入すべき労働力を「Ganyu」

に投下する。天水農業に依存する小規模農家世帯について、「Ganyu」就労の多くが農繁期と

なる雨期に展開されてきた事実がによって示されている（次頁の図 VI-12）。 

● 結果、これらの貧困世帯の多くは、「自己の農業生産活動の減退→自給」、「生産販売機会

の損失→「Ganyu」への依存」、という悪循環に陥る。 
 
 

 
図 VI-10 マラウイにおける農作事および 

飢餓の時期（hunger season）との関係（再掲）213
 

  

                                                        
213 WFP (2012) “Comprehensive food security and vulnerability analysis (CFSVA) and nutrition assessment – Malawi 

October 2012”  P.17 
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図 VI-11 マラウイ農家世帯（県別）における雨期・乾期別 Ganyu就労の割合（2004年）214 
 
 
「Ganyu」については、肯定的な見解と否定的な見解の双方が存在している。 

 

肯定的な見解の例として、R.Dimova ら(2010)による主張215がある。この意見によれば、貧困世

帯が「Ganyu」などで現金収入源を広げることにより、消費のオプションとして使用可能な現金を

得るとともに、自宅の農場で低い生産性によって農作物を栽培するよりも、「Ganyu」によって他

の農場で作業を行うことにより、結果的に高い農業生産性に寄与しているというものである。 

 

一方、否定的な見解としては J.K.van Donge ら(2003)による主張216がある。van Donge らは

Whiteside の定義に疑問を投げかけており、大規模農場における雇用は一般労働であり、さらに

「Chipere Ganyu」は単なる相互扶助に過ぎないから、「Ganyu」に含めるべきではないとしてい

る。この主張では、「Ganyu」は貧困層に対する体力的負担の大きい超低賃金労働であり、雇用の

供給が不安定である上、貧農の自宅農場の農業生産を減少させる存在としている。 

  

                                                        
214 R.Dimova et al.(2010) “Ganyu Labor in Malawi: Efficiency Problems and Determinants of Supply” 

Center for Comparative and International Studies(CIS), Switzerland 
http://www.researchgate.net/publication/228355758_Ganyu_Labor_in_Malawi_Efficiency_Problems_and_Determinants_
of_Supply/file/50463522773f80e687.pdf（2013/12/27 アクセス） 

215 R.Dimova et al.(2010) “Ganyu Labor in Malawi: Efficiency Problems and Determinants of Supply” 
http://www.researchgate.net/publication/228355758_Ganyu_Labor_in_Malawi_Efficiency_Problems_and_Determinants_of_
Supply/file/50463522773f80e687.pdf（2013/12/27 アクセス） 
216 Cabi Publishing (2003) “Starter Packs: A Strategy to Fight Hunger in Developing Countries?”  
Edited by S Levy P.123-124 
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Whiteside(2000) が引用している「Ganyu」収入とトウモロコシ価格の比較表を図 VI-12 に示す。

「Ganyu」収入は低賃金であり、食事に必要なトウモロコシ全てを賄うことは困難である。このこ

とから、食料を自給できない貧困農家では、「Ganyu」によって得られる金額によっても、食料脆

弱性が著しく変動することが分かる。 

 

やや古いデータであるが、1993 年度の農閑期の「Ganyu」の内訳を図 VI-13 に示す。このうち、

マラウイ政府の統計では、大規模農場（Estate）の雇用については、専用の項目として分類されて

いる。また、中小農場の雇用も「Mlimi」として別項目とされていることから、零細農家における

一時雇用と非農業一時雇用が「Ganyu」に該当するものと考えられる。 

 

 

 
図 VI-12 「Ganyu」による収入額と、同時期に購入が必要な 
トウモロコシ価格の比較（1993年 10月～1994年 2月）217 

 
 

 
図 VI-13 「Ganyu」の内訳（1993年 10月～1994年 2月）218 

  

                                                        
217 M.Whiteside (2000) “Ganyu labour in Malawi and its implications for livelihood security interventions” 
218 M.Whiteside (2000) “Ganyu labour in Malawi and its implications for livelihood security interventions” 
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VII. 重点支援分野と貧困の関連分析  

マラウイに対する現在の我が国の支援基本方針は、国民の約 8 割が従事する農業、今後の開発

が期待される鉱業分野、そしてこれら産業の発展を底上げするインフラ整備および教育・水など

の基礎的社会サービス分野を中心に、貧困削減に向けた取組を支援するものである。 
 

1.  農業・鉱業などの産業育成のための基盤整備 

「対マラウイ共和国 国別援助方針（平成 24 年）」に記される当該分野の重点項目は、以下の

通りである。 

 

● 農業の生産性向上を目的とした灌漑開発や土壌肥沃度改善のための支援 

● 環境保全・気候変動への適応策の一環としての植林や流域保全を含む自然資源管理 

● 外貨資源獲得として期待される鉱物資源開発の支援とこれらの産業の効果的な発展を目指

した運輸交通分野などのインフラ整備 

 

以降、上記各項目の含まれる支援分野について貧困にかかる課題の点から記述する。 

 

 

 

 

(1) 農業生産性の向上にかかる課題 

これまでに見た通り、マラウイの貧困率は地方部で高くなっているが、地方部の多くが農業に

従事している。また、自然環境の相違により、農業生産性の低い地域（南部など）の貧困率がよ

り深刻な状況に置かれている。大規模農園（エステート）が存在する地域は貧困率が低くなって

いるが、中小農園が主流を占める地域は貧困率が高く、現金収入が少ないことから農業生産の減

少は食料不足に直結する。さらに、気候変動に脆弱なトウモロコシ栽培に依存している地域では、

降水量の変動により主食の生産が大きく左右されることになり、食料安全保障の点で懸念材料で

ある。このことから、主要産業である農業の生産性向上はマラウイにおける貧困の問題を解消す

る上できわめて重要であるといえる。 
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図 VII-1 に、2011 年におけるマラウイ一般世帯の経験した食料不足の合計期間（月数）を示す。 

マラウイ全体でみた場合、食料不足を経験した世帯は合計で平均 3 ヶ月間となっており、短期間

の食料不足の発現が都市部においてみられる一方、地方部では合計 6 ヶ月および 7 ヶ月以上にお

よんで食料不足を経験する世帯の割合が多い。所得階層間で比較した場合には、5 分位階級のう

ち最低所得階級に属する世帯について食料不足の経験月数が長期化し、慢性的な食料不足が継続

する傾向がみられる。安定した食料の生産と生産性の向上が、地方部および都市部における食料

安全保障の維持に重要な役割を果たすと考えられる。 

 

 

 
図 VII-1 一般世帯の経験した食料不足の合計期間（2011年）219 

  

                                                        
219 National Statistical Office (2012) “IHS 2010-2011”  P.202 
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図 VII-2 に、農家世帯の農業生産材別投入面積割合を示す。マラウイ全体で化学肥料を投入す

る農地面積の割合（61.3%）は最も高く、堆肥・きゅう肥を含む有機肥料（11.5%）が次に続いて

いる。化学肥料の割合が多くなっているのは、マラウイにおいて FISP が実施されているためであ

る（VI 章 3(1)参照）。一方、灌漑を適用する農地の割合は著しく低く、0.5%にとどまっており、

小規模農家世帯の天水農業に依存する実態を反映している。また、III 章で見た通り、耕作面積の

小さい南部地域は貧困率が高くなっている。 

 

都市部対地方部の比較では、都市部について化学肥料、有機肥料（生産者により量産販売され

る堆きゅう肥等）を投入する農地の割合が高くなっており、これには地方小規模農家世帯（専業）

と都市部の非農業部門就労世帯における所得の相違、すなわち農業生産財にかかる資本の可用性、

スケール的な違いが反映されているものと考えられる。小規模農家世帯については依然として農

業生産財へのアクセスは限られており、持続的な農業生産にかかる土地管理技術220、灌漑技術221の

普及とそのための技術支援が必要となっている。 

 

 
図 VII-2 農家世帯の農業生産材別の投入面積割合（2011年）222 

  

                                                        
220 土壌・水保全（農地における侵食防止・制御、雨水利用）、土壌肥沃度改善（堆きゅう肥および無機・有機肥

料の効果的併用、緑肥利用など）、アグロフォレストリーにかかる農家技術を指す。 
221 主に小規模農家の導入実践可能な小規模な簡易灌漑技術、中規模灌漑地区（10～100ha）を対象とした農民参

加型の灌漑施設の改修・組織的な維持管理および水管理手法を指す。 
222 National Statistical Office (2012) “IHS 2010-2011”  P.135 
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国内の小規模農家世帯における農業生産性向上のためには、持続的な土地管理のもとでの灌漑

開発や土壌肥沃度改善を図っていく必要があり、農業食料安全保障省の実施する FISP による優良

種子や化学肥料の安価での提供などを通じて農業生産を支えている。ただし、現状として最終裨

益者となり得る農家世帯数は、図 VII-3 より総数で 140 万世帯（国内全 28 県に登録される農家世

帯数は約 417 万世帯223）に過ぎない。 

 

FISP の運営面の問題として、プログラムの実施地域が政治的に決められているという指摘が存

在する224。FISP 対象世帯の内訳は北部州 14%、中部州 40%、南部州 46%となっており、単年度ベ

ースでみれば、全農家世帯の過半数以上は同補助金プログラムの恩恵を受けていない、あるいは

それ以外の方法で農業生産性の維持を図っていることになる。 

 

USAID の支援を受けて米国 National Democratic Institute が実施した現地調査の報告書225による

と、「肥料配布クーポンを受け取ったのに、実際には肥料と引き換えてもらえなかった。警官が

肥料配布クーポン販売を仕切っており、1 枚 1000 クワチャで売られていたため、買うことができ

なかった（Detza、P.15）」「政府は我々農民の声を聞こうとしないし農民を支援する努力もしな

い（Mzimba・Chikwawa、P.16）」「地方部を開発するための評議員(Councilor)が政府にいない。

我々は地方の問題に迅速に対処可能な Councilor を必要としている（Mzuzu P.16）」など、地域に

よっては貧困農民から FISP に対して辛辣な批判がなされている。政府の農業普及サービスの不十

分さを指摘する農民も多数存在する（P.34、P.37）。 

 

 

 

 
図 VII-3 農業用投入資材補助金プログラムにおける最終裨益者の地域別割合（2011年度）226

 

  

                                                        
223 Logistics Unit of Ministry of Agriculture and Food Security (2012) 
 “Final Report: Implementation of Agricultural Inputs Subsidy Programme 2011/12”, Government of Malawi, P.21  
224 B.Chinsinga (2012) “The Politic al Economy of Agricultural Policy Processes in Malawi” FAC working paper No.39 
http://r4d.dfid.gov.uk/PDF/Outputs/Futureagriculture/FAC_Working_Paper_039.pdf（2014/2/21 アクセス） 
225 National Democratic Institute (2011)  
“No Voice, No Power: Malawians share their concerns about Citizen Participation in Government” 
http://www.ndi.org/files/No%20Voice%20No%20Power%20-%20NDI%20Malawi%20Focus%20Group%20Research.pdf 
（2014/2/21 アクセス） 
226 A.Dorward and E.Chirwa (2012) “Evaluation of the 2011/12 Farm Input Subsidy Programme, Malawi:  

Report on Programme Implementation and Benefit Cost Analysis”  P.7（University of London, SOAS 公開資料） 
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図 VII-4 マラウイにおける肥料価格の推移（2000年～2011年）227
 

 

さらに、FISP の実施によってマラウイにおける肥料の価格が高騰しているという問題がある。

また、海外のドナーによる資金供給が不安定であることから、今後の安定的な FISP の実施を懸念

する見解が存在する228。農業技術の面から見ると、化学肥料の連用による地力の低下（施用効果

の逓減）、降雨による表土流亡が農業生産性を低下させている229。 

 

P.20 でも述べた通り、これらの問題によって FISP が実施されているにも関わらず、2011/12 耕

作年度に引き続き、2012/13 耕作年度もトウモロコシの不作が続いており、150 万人が食料不足に

陥ると試算されている。そのため、国際社会の支援により食料援助が実施されている230。 
 

貧困層の農業生産性向上については、FISP でカバーできていない部分が存在しているというこ

とであり、これらの点を補完するための事業が必要であると考えられる。 

  

                                                        
227 D.Gurara and A.Salami (2012) “Towards Sustaining Malawi's Farm Input Subsidy Program” P.3 
228 D.Gurara and A.Salami (2012) “Towards Sustaining Malawi's Farm Input Subsidy Program” P.7 
229 UNDP Malawi Office (2013) “Policy sector review for incorporating sustainable land management in the Shire river 
basin and development of an institutional framework for sustainable land management” 
http://www.undp.org.mw/documents/FINAL%20%20REPORT%20July%202013.pdf（2014/02/24 アクセス） 
230 Malawi Vulnerability Assessment Committee(MVAC) (2013)  
“National Food Security Forecast, April 2013 to March 2014” 
http://documents.wfp.org/stellent/groups/public/documents/ena/wfp258725.pdf（2014/02/27 アクセス） 
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(2) 小農とエステートの関係 

マラウイの農業セクターは、自給作物を行う小農、中小規模の農園、タバコ・砂糖・紅茶など

の大規模栽培を行うエステート（大規模農園）に分類される。エステートと小農の関係は様々な

見方があり、一概に論じることは困難だが、マラウイでは概ね共存共栄が図られているといえる。 

統計データを見る限り、エステートが存在する District の方が、エステートのない District より

も貧困率が低い。これは、中小規模農園が「Mlimi」のような廉価な賃金支払いで成り立っている

のに対し、エステートは労働者に対して、相応の賃金を支払っていることが要因と考えられる231。 

本項では、南アフリカ資本の製糖会社「Illovo Sugar」の例を見る。中部の Nkhotakota District は

農業生産性の高い「Kasungu Lilongwe Plain Zone」と、岩石が多く農業生産性の低い「Riftvalley 

Escarpment」から構成される。Illovo Sugar 社は、マラウイ湖に面した地域に「Dwangwa Illovo Sugar 

Plantation」という大規模なエステートを運営している。 

 

図 VII-5 Nkhotakota Districtの土地利用図（2009年）232
  

                                                        
231 USAID などは「MALAWI Food Security Outlook」などにおいて、エステートにおける労働も「Ganyu」に含めて

いるが、VI 章 3(2)で述べた通り「Ganyu」の定義は極めて曖昧である。マラウイ政府の統計では中小農園の労働を

「Mlimi」としてエステートの雇用や「Ganyu」とは別項目にしている。このことから、van Donge らの主張のよう

に、エステートにおける労働は、マラウイにおいては一般労働とみなすのが望ましいと考えられる。 
232 Nkhotakota District Council (2010)  “Nkhotakota District Social Economic Profile” 
http://www.scotland-malawipartnership.org/documents/68-NkhotakotaSEP2010FINAL.pdf（2014/02/26 アクセス） 
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図 VII-6 Nkhotakota Districtの HIV/AIDS対策体制233
 

 
Illovo Sugar はこの地域で「Illovo’s Matiki Clinic」という診療所を運営しており、公立の病院や

NGO などと共同で地元住民の HIV/エイズ対策に貢献している（図 VII-6）。Illovo のエステート

宛の郵便取り扱い量も多く234、地域経済に良い影響を与えている。さらに、Nkhotakota で発生し

た食糧危機に対して、大量のトウモロコシを寄付するなど、地域の食料脆弱性緩和にも貢献して

いる235。一方、同社は近年、マラウイ南部の Chikwawa District でもサトウキビ栽培のエステート

を開発している。南部地域は人口密度が高い上に農地が少ないことから、エステートが広大な農

地を確保することによって、新規就農を希望する小農が自分の農地を持てなくなり、薪拾いなど

で生計を立てざるを得なくなるという事例も発生している236。 
 

地域の状況に応じて、地域住民の貧困を緩和するためのエステート運営と、小農の生活手段と

しての自給農業の調和を取る必要があると考えられる。 

  

                                                        
233 Nkhotakota District Council (2010)  “Nkhotakota District Social Economic Profile” P.79～81（点線を追加） 
234 Nkhotakota District Council (2010)  “Nkhotakota District Social Economic Profile” P.140 
235 Malawi News Agency (2014) “Malawi: Illovo Rescues KK From Hunger” 
http://allafrica.com/stories/201402101791.html（2014/02/26 アクセス） 
236 IRIN (2012)  “MALAWI: Without land reform, small farmers become "trespassers"” 
http://www.irinnews.org/report/95363/malawi-without-land-reform-small-farmers-become-trespassers（2014/2/24 アクセス） 



貧困プロファイル（平成 年度）
マラウイ国 編 

126 

(3) 環境保全および気候変動にかかる課題 

マラウイでは、2005 年から 2010 年の間に年間人口増加率が 5%を記録し、総人口は 10 年間で

32%の増加となり237、狭小なその国土面積のために急速に人口密度を高めている。このため、農

耕地の拡大や木材の伐採による森林の減少、土壌の劣化にともなう土地荒廃、水資源の枯渇など

を引き起こし、人口の約 80％が居住する農村部の生活基盤を脅かしている。特に、国内燃料消費

の 90％を占める薪炭材の供給源である森林の面積は減少しており、1990 年には国土の 38％ 

(4,200 万 ha)が森林に覆われていたのに対し、2005 年には 30.7％（3,400 万 ha）まで減少してお

り238、この減少傾向は特に人口密度の高い都市部近郊において顕著となっている。 
 

マラウイ全国では、世帯の収入源として燃料用の薪の販売が 20％程度を占めているが、北部は

薪を収入源にしている世帯が 31.3％と多くなっている。また、都市部では Zomba を除くと、薪の

販売を収入源にしている世帯は極めて少ないことから、地方部で伐採された薪が燃料として都市

部に流通していると推察される。 

 

 
図 VII-7 「WMS 2011」調査前 7日間の世帯別収入源（地方別）（2011年）239 

 
 

 
図 VII-8 「WMS 2011」調査前 7日間の世帯別収入源（都市部）（再掲）（2011年）240 

 
  

                                                        
237 JICA (2012) “マラウイ国 JICA 国別分析ペーパー” P.2 
238 JICA (2007) “マラウイ国「シレ川中流域における村落振興・森林復旧プロジェクト」事業事前評価表（技術協
力プロジェクト）”  P.1 
239 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.115～116  Table 8.6 より作成 
240 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.115～116  Table 8.6 より作成 
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図 VII-9 に一般世帯における炊事用燃料源の内訳を示す。マラウイ全体で 87.7%の世帯が薪を燃

料としており、木炭 8.9%、電力使用 2.5%、有機質の副産物利用 0.8%およびその他 0.2%となって

いる。また、薪炭材の都市・地方別でみた使用割合について、薪の使用割合は地方部において高

く（96.2%、対して都市部は 41.9%）、木炭は都市部で 44.6%（地方部 2.3%）となる。所得階層間

（5 分位階級）で比較した場合には、最低所得階級に属する世帯について薪利用の割合が、最高

所得階級では木炭利用の割合が各々最も高くなっている。 

 

伐採される森林の多くは疎開林241となるミオンボ（Miombo）林であり、山林としての薪炭材利

用の他にも建材、薬利用など都市・農村住民の生活に密接に結びついており、その利用は多岐に

わたる。 

 

 
図 VII-9 マラウイの一般世帯における炊事用燃料源の内訳（2011年）242 

  

                                                        
241 JICA (1997) “タンザニア 国別援助研究会報告書 現状分析編”  P.37 の対訳を参照した。 
242 National Statistical Office (2012) “IHS 2010-2011”  P.121 
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アメリカのメリーランド大学などの研究者グループが、衛星画像などから推計した森林面積消

失地図を図 VII-10 に示す。赤い部分が 2000 年～2012 年にかけて森林による被覆が失われた地域

であり、Mzuzu を中心とした北部地域の森林消失が著しい。森林が消失している原因は、マラウ

イの人口増加に原因があると考えられる。 

 

 

図 VII-10 マラウイで 2000年から 2012年にかけて失われた森林の位置図243
 

（衛星写真による推測、消失した森林は赤い部分） 

  

                                                        
243 University of Maryland “Global Forest Change” 
http://earthenginepartners.appspot.com/science-2013-global-forest（2014/01/08 アクセス） 
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1998 年と 2008 年のマラウイの人口を比べると、約 300 万人増加している。一方、マラウイの

世帯における調理用燃料としては今でも薪が中心であり、都市部で 44.1％、地方部では 92.0％が

薪を利用している。マラウイ北部はタンザニア側との交易が盛んであり、マラウイ国外にも燃料

として大量の薪が出荷されていると思われる。これらのことが、マラウイにおける森林面積の継

続的な減少につながっていると考えられる。 

 

 

図 VII-11 マラウイの人口（2008年/1998年） 

 
 
 

 
図 VII-12 マラウイにおける家庭用燃料の内訳（2011年）244

 

  

                                                        
244 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.98  Table 6.22 より抜粋 

2008 Census 1998 Census

Malawi 13,066,320 9,933,868

Northern Region 1,698,502 1,233,560

Central Region 5,491,034 4,066,340

Southern Region 5,876,784 4,633,968

Electricity
Solar

energy
Gas Paraffin Charcoal Firewood Other Total

Malawi 3.2 0.0 0.1 0.7 7.4 88.0 0.6 100

Urban 13.2 0.0 0.1 0.6 41.7 44.1 0.4 100

Rural 2.3 0.0 0.1 0.7 4.3 92.0 0.6 100

Table 6.22: Percentage distribution of households by main source of fuel for cooking according to

background characteristics, Malawi 2011

Main source of fuel for cooking
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森林の消失が著しいマラウイ北部について、さらに詳しく見ることにする。 

 

図 VII-13 に 2000 年から 2012 年にかけて失われた森林域について、Mzuzu 都市部近郊をカバー

するマラウイ北部州周辺を示す。次頁の図 VII-14 の土地被覆図を参照すると、高密度・広域に消

失した地域は、計画的な針葉樹林の伐採が主となる民有林等を示していることが分かるが、地方

都市郊外の農村域およびその辺境地では広範囲にわたりミオンボ林の消失地点が分布している。 

森林の消失は、同時に森林としての多面的機能245の損失を誘発させ、流域全体の物質生産機能

が低下することによって村落住民の生活環境が脆弱化するのみならず、上流域において土壌保全

や水源涵養の機能が失われれば、流亡した土砂は降雨後の増水河川によって下流域に輸送される。

この結果、マラウイ南部の Shire 川流域では、地域内に複数存在するダム群において堆砂が進み、

発電及び水道水確保（主に Blantyre 都市部用）に支障をきたすなど、流域全体、広範な地域に悪

影響が発生している246。これらの問題に対処するためには地域の村落住民による持続的な森林資

源管理や土地管理が不可欠であり、関わる技術の普及が課題となっている。 
 

 

図 VII-13 マラウイ北部において 2000年から 2012年にかけて失われた森林の位置図247
 

  

                                                        
245 森林構造/多様性および規模の相違にかかる点から日本の林野庁による一般的な説明

（http://www.rinya.maff.go.jp/j/keikaku/tamenteki/con_1.html）を適用することは必ずしも適当ではない。一方、マラ

ウイの状況に鑑みた説明を当てるならば「多面的機能」とは、生物多様性保全、地球環境保全（地球温暖化の緩

和、同気候システムの安定化）、土砂災害防止機能/土壌保全、水源涵養、快適環境形成（気候緩和）、保健（休

養）、文化（宗教・祭礼、伝統文化）および物質生産（木材ほか）の各機能を包括したものといえる。 
246 JICA(2007) 「マラウイ国「シレ川中流域における村落振興・森林復旧プロジェクト」事業事前評価表（技術協
力プロジェクト）」  P.1 
247 University of Maryland “Global Forest Change”  

http://earthenginepartners.appspot.com/science-2013-global-forest（2013/12/24 アクセス） 
米国メリーランド大学などの研究者グループが衛星画像解析をもとに作成した森林面積消失地図。赤塗部分が

森林被覆の消失部分。ただし、解析対象は高さ 5m 以上の樹木となる。 
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図 VII-14 マラウイ北部における土地被覆図「2012年時点現況」248

 

  

                                                        
248 LTS International Ltd, University of Edinburgh, Bunda College of Agriculture and CDM-Malawi (2012) “Malawi Land 

Use Scenario Maps - Interactive Maps from the Scenario Analysis”, An interim Technical Output as part of the Integrated 
Assessment of Land Use Options for Climate Change Mitigation and Adaptation (commissioned by the Government of 
Malawi (the Department of Forestry and the Department of Land Resources Conservation) and is funded through the 
World Bank) 
http://www.ltsi.co.uk/malawi-land-use/Main.html 
（マラウイ政府環境・気候変動対応省公式ホームページよりリンク、2013/12/25 アクセス） 

原図（全国図）より北部州部分を拡大 

同 凡例部分を拡大 
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マラウイ政府は MDGs「指標 7.2（CO2 排出量）」を公表していないが、米国 Carbon Dioxide 

Information Analysis Center がマラウイの CO2排出量を推定しているので、グラフを以下に示す。

マラウイにおける CO2排出量は、1964 年の独立以降、継続的に増加を続けているが、排出源は主

に石油によるものであり、石炭などの寄与率は非常に低い。 

 

 

 

図 VII-15 マラウイの化石燃料による二酸化炭素排出量（1965～2007年）249
 

  

                                                        
249 Carbon Dioxide Information Analysis Center (USA)のデータよりグラフを作成 
http://cdiac.ornl.gov/ftp/trends/emissions/mal.dat（2014/01/08 アクセス） 
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(4) 鉱業セクターと貧困 

マラウイにおける大規模な鉱山開発は 2007 年に開始され、北部ではウランの開発が始まり、そ

の他、石炭やボーキサイト、希土類（レアアース）の豊富な埋蔵量も期待されており、これらの

鉱物資源の発掘がタバコに次ぐ、今後の貴重な外貨収入源となる可能性がある250。 

図 VII-16 に主要鉱物の 2003 年～2008 年における生産量を示す。生産規模として大規模なもの

は石炭、セメント用石灰石、農業用石灰となるが、特に数ヵ年にわたり生産量を拡大させてきた

ものは宝石用原石（Gemstones）と土木建設用の砕石251（Aggregate）となっている（図 VII-17）。 

 

 

図 VII-16 マラウイにおける主要鉱物生産量の推移（2003-2008年）252
 

 

 

図 VII-17 マラウイにおける世帯の産業別分布割合（2012年）253
 

  

                                                        
250 JICA (2012) 「マラウイ国 JICA 国別分析ペーパー」 P.28 
251 インフォーマルセクターにおける小規模零細な砕石の生産は含まれていない。 
252 World Bank (2009) “Mineral Sector Review –Source of Economic Growth and Development” P.16 
253 National Statistical Office (2012) “IHS 2010-2011” In Household Socio-Economic Characteristics Report, P.66 
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一方、これらの鉱山あるいは採石業を主とする世帯の割合は、マラウイ全体の非農業世帯のう

ち 0.4%に止まっている。図 VII-18 はマラウイにおける鉱物部門の正規労働者数となるが、セクタ

ー全体の労働人口は 4,850 名（2008 年時点）であり、石炭および砕石の採掘労働者数を除いた他

の採掘部門は軒並み 100 名未満ないし数百名規模の労働者人口となる。 

ただし、非正規労働者を含めた鉱山の全労働者数は 4 万人とも報告されている254。同部門の正

規雇用者を除いた残りの約 3.5 万人は非正規労働となるが、これらの労働者には季節労働として

雇用される農民も多く、インフォーマルセクターにおける小規模零細な宝石用原石、砕石の採掘、

砂利の採集などに従事している。これらの採掘活動は総称して ASM（Artisanal and Small Scale 

Mining）と呼ばれる。ASM に属する労働者は国内の鉱物生産に実質的な貢献をしているものの、

SADC における他国の事例では、ASM 労働者の多くは適正な採掘および加工技術を有していない

と報告されている255。その結果、「低生産性、採掘現場付近における環境劣化の誘発→低い報酬、

劣悪な労働環境→健康被害、活動の中止、技術（人材・機材）強化に必要な投資の不在→労働イ

ンセンティブの低下→低生産性」の悪循環が生じ、就労者世帯はもとより地域経済においても貧

窮のリスクが高まる。さらに、当該国政府においてもインフォーマルセクターによる鉱業活動を

管理・制御する能力が欠落しているとの指摘がある256。 

 
 
 

 

図 VII-18 マラウイにおける鉱物セクター正規雇用者（2008年）257
 

  

                                                        
254 World Bank (2009) “Mineral Sector Review –Source of Economic Growth and Development” P.24 による。 
2001 年時点の推定値である。 
255 B.Dreschler (2001) “Small-scale Mining and Sustainable Development within the SADC Region” P.66 

http://commdev.org/files/1798_file_asm_southern_africa.pdf（2013/12/27 アクセス） 
256 B.Dreschler (2001) “Small-scale Mining and Sustainable Development within the SADC Region” P.66 
257 World Bank (2009) “Mineral Sector Review –Source of Economic Growth and Development”  P.32 



貧困プロファイル（平成 25年度） 
マラウイ国 編 

135 

今後、マラウイの鉱山セクターにおいてはレアアースやレアメタルなどの埋蔵鉱物資源にかか

る情報の整備、関連する民間開発投資のための法制度、環境整備などが不可欠になると考えられ

る258。この環境整備のためには、上述した ASM にかかる事業や就労の管理対策、地方部経済対策

としての人材開発なども必要になると考えられる。 

 

 
 

 

図 VII-19 マラウイにおける鉱山開発の展望（2009年時点）259
 

  

                                                        
258 JICA (2012)「マラウイ国 JICA 国別分析ペーパー」P.28 
259 JICA (2012)「マラウイ国 JICA 国別分析ペーパー」P.29 
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(5)  運輸交通分野などのインフラ整備 

(i) 道路インフラと貧困 

内陸国マラウイにおいては、国内輸送の 70%、国際輸送の 90%は道路交通に依存しており、隣

接するタンザニア、モザンビーク、および南アフリカの各主要貿易港に通じる回廊では道路整備

の遅れが輸送コストを押し上げている260。その結果、国内産業の国際的な競争力低下が産業振興

および貿易振興に負の影響を与えている。 

 

図 VII-20 は、マラウイの道路整備状況にかかる指標をアフリカの低所得国および中所得国との

比較から整理している。舗装道の道路密度（km/1000km2）は、狭小な国土面積を反映し低所得国

の水準を上回っているが、未舗装道の舗装率は低所得国における水準を下回り、都市部・地方部

を包括する道路網の整備（総延長）が低水準にあることを示している。中間所得国の舗装道・未

舗装道における道路密度は、マラウイおよびその他の低所得国のものを大幅に上回り、総合的に

みても道路の整備状況が比較的良好にあるといえる。 
 
 

 

図 VII-20 マラウイの道路指標（アフリカ低・中所得国261との比較、2009年）262
 

  

                                                        
260 World Bank (2009) “Mineral Sector Review –Source of Economic Growth and Development”  P.28 
261 マラウイ周辺国について、世界銀行による区分では、タンザニア、ザンビア、モザンビークは何れも低所得国 
に、南部アフリカ諸国については、ジンバブウェが低所得国、スワジランドは低位中所得国、ボツワナ、ナミ

ビアおよび南アフリカは上位中所得国となる。参照先：World Bank Data & Statistics: Country Groups by Income 
262 World Bank (2010) “Malawi’s Infrastructure: A Continental Perspective” P.16 
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図 VII-21 より、農村域等の集落道路を除き、幹線道路、第 2 次、第 3 次道路、地方道路および

都市道路の各道路分類において、マラウイ国内の主要な道路は“Tertiary”と記される第 3 次道路

（未舗装）となっている。第 3 次道路は、都市郊外および地方のトレードセンターを周回する道

路であり、主要道路と集散路（Collector Road）を結び役割を担う。図 VII-22 に、マラウイの道路

網状況を中・北部州域を例に示す。幹線道路に次ぐ交通輸送機能を有する第 2 次道路（Secondary）

は多くは未舗装（第 2 次道総延長 3,215km のうち 2,683km）のうえ、地域によっては依然断続的

な状況にある。以上より、貿易振興へと通じる地域的な産業振興は、特に地方部経済の活性と雇

用機会を創出する。V 章に示した地方農村における貧窮状態を改善するためにも、各種道路の整

備が急務になると考えられる。 

 

図 VII-21 マラウイにおける道路の分類と舗装状況（2010年）263
 

 

 
図 VII-22 マラウイ中・北部州域の道路網（2010年）264

 

  

                                                        
263 The Road Authority, Malawi (2010) “Five Year Strategic and Business Plan 2011-2016, Volume 1”  P.3 
264 WFP/Logistics Cluster (2010) “Malawi Road Network (map)”  

http://dlca.logcluster.org/display/public/DLCA/2.3+Malawi+Road+Network（2014/01/07 アクセス） 

全国図より中部州一部および北部州一部を拡大 
 

原図（全国図 A4 版） 凡例部分を拡大 
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(ii) 都市部の住宅と貧困 

マラウイの都市部は、公式（Formal）に開発された住宅地と、非公式（Informal）に開発された

住宅地の 2 種類が存在する。その上に建設される住宅も Formal と Informal に分類される。Formal

と Informal では、住宅の建設費用が大幅に異なっており、2009 年の Formal の建設費用は 1m2あた

り 42,600 マラウイ・クワチャであるが、Informal の建設費用は 1m2あたり 750 マラウイ・クワチ

ャとなっている265。 

 

 

図 VII-23 Blantyre市における住宅地の分類（1999年）266
 

 
 

 

図 VII-24 マラウイにおける住宅の分類267
 

  

                                                        
265 UN-Habitat(2010)  “Malawi Urban Housing Sector Profile” P.94 
http://www.unhabitat.org/pmss/getElectronicVersion.aspx?nr=2907&alt=1（2014/01/08 アクセス） 
266 UN-Habitat(2010)  “Malawi Urban Housing Sector Profile” P.39 
267 UN-Habitat(2010)  “Malawi Urban Housing Sector Profile” P.41 
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都市部の住宅における Formal と Informal の建設費の違いが、同一都市の内部における住宅環境

の著しい格差を生み出していると考えられる。 
 

マラウイ政府は、Formal・Informal 別の住宅環境の調査を行っていないが、都市部において飲用

水・衛生施設などが貧弱な環境にあるのは、Informal な住宅の方が多いと推察される。 

 

 

図 VII-25 マラウイにおける飲用水源の状況（都市部、2011年）（再掲）268
 

 
 

 

図 VII-26 マラウイにおける衛生施設の状況（都市部、2011年）（再掲）269
 

  

                                                        
268 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.82  Table 6.5 より抜粋。 
なお、「Improved Water」「Not Improved Water」などの区分は引用者が追加。 
269 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.86  Table 6.10 より抜粋 

Pipe water

into

dwelling,

plot or yard

Public

tap/stand

pipe

Tube

well/bore

hole

Protected

dug well

Protected

spring

Rain water

collection

Unprotected

dug well

Unprotected

spring

Cart with

small

tank/drum

Surface

water

Tanker/

truck

Bottled

water

Malawi 9.6 11.0 58.1 4.5 0.5 0.0 10.9 1.0 0.1 4.4 0.0 0.0

Urban 43.9 44.3 6.5 1.4 0.0 0.0 3.0 0.2 0.0 0.7 0.0 0.0

Rural 6.4 7.9 62.9 4.8 0.5 0.0 11.6 1.0 0.1 4.7 0.0 0.0

Mzuzu City 41.9 25.1 12.3 4.8 0.0 0.0 12.8 1.3 0.0 1.8 0.0 0.0

Lilongwe City 61.9 30.3 3.5 2.4 0.0 0.0 1.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

Zomba City 46.2 47.9 5.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0

Blantyre City 23.8 65.5 7.1 0.3 0.0 0.0 1.9 0.0 0.0 1.4 0.0 0.0

Table 6.5: Percentage distribution of households by main source of drinking water according to background characteristics, Malawi 2011

Main source of drinking water

Improved Not Improved Other

Table 6.10: Proportion of households by type of toilet according to background characteristics, Malawi 2011

Flush to

sewer

Flush to

septic tank

Improved

latrine
VIP Eco-san Basic Latrine Total

Malawi 30.6 0.6 4.8 4.1 0.4 1.4 88.6 100

Urban 37.1 2.3 24.2 5.7 0.7 0.2 66.8 100

Rural 29.9 0.5 2.7 3.9 0.4 1.5 91.0 100

Mzuzu City 29.4 0.0 10.5 1.9 0.0 1.0 86.7 100

Lilongwe City 50.8 4.7 24.0 5.8 0.0 0.0 65.5 100

Zomba City 28.7 0.9 30.5 4.9 1.6 0.0 62.0 100

Blantyre City 39.5 3.6 25.3 10.7 0.4 0.4 59.6 100

Proportion of

households

which Share

Toilet

Kind of toilet facility a household usually use
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さらに、都市部においては住宅保有者（45％）と借家の居住者（46％）に分かれており、借家

の居住者の方が、食料脆弱性が高い傾向にある。 
 

また、都市の衛生面の問題では生活廃棄物の投棄方法の問題が存在する。行政によるゴミ回収

が行われているのは Lilongwe、Zomba、Blantyre のごく一部にとどまり、ほとんどは埋め立てか、

薮に放置されている。この点は、衛生面に悪影響を与えていると考えられる。 

 

 

 
図 VII-27 都市部における食料脆弱性と住居の関係（2013年）270

 

 

 

図 VII-28 マラウイ都市部における廃棄物の投棄方法271
 

  

                                                        
270 Malawi Vulnerability Assessment Committee(MVAC) (2013)  
“Malawi Urban Vulnerability Assessment Zero Draft Report” P.78 の図を一部修正 
271 Malawi Vulnerability Assessment Committee(MVAC) (2013)  
“Malawi Urban Vulnerability Assessment Zero Draft Report” P.75 の表より抜粋 
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2.  教育および水分野における基礎的社会サービスの向上 

「対マラウイ共和国 国別援助方針（平成 24 年）」に記される当該分野の重点項目は、以下の

通りである。 

● 教育分野（中等教育）の整備・拡充 

● 持続可能な水利用・管理の推進と安定的な給水率の向上 

 

以下では、上記各項目の含まれる支援分野について貧困にかかる課題の点から記述する。 
 

(1) 教育分野（中等教育）の整備・拡充 

マラウイでは現在、多くのドナーの支援が初等教育に集中する中、中等教育における就学率や

教育の質が圧倒的に低い状況にある272。マラウイの中等教育について、属性別の就学率（純就学

率と総就学率の 2 つの指標273）を図 VII-29 に示す。マラウイ全体で、中等教育における純就学率

は 13%と低く、総就学率でみた場合は約 30%となっている。総就学率は、就学する全人口を対象

とするため、所定の年齢期に就学の機会を得られなかった者、一度中退し、後年、就学の機会を

再度得た者などが含まれている。この総就学率について、地域別および性別に比較した場合、比

率が高くなるのは地方部よりも都市部、女子（女性）よりも男子（男性）となる。逆に純就学率

でみると、同様に都市部について比率が高くなるものの、性別による比率は女子（女性）におい

て高くなっている。 
 

 
図 VII-29 マラウイ 中等教育における属性別の就学率（2011年）274

 

  

                                                        
272 JICA (2012)「マラウイ国 JICA 国別分析ペーパー」P.28 
273 マラウイ政府統計局（NSO）の採用する用語定義において、純就学率（Net enrolment rate）は、（中等教育課

程を対象とした場合の）「該当年齢人口」に対する「就学年齢に限った人数」の比率であり、総就学率（Gross 
enrolment rate）は、「該当年齢人口」に対する「総就学者数（年齢に関わらない）」の比率となる。 

274 National Statistical Office (2012) “IHS 2010-2011” In Household Socio-Economic Characteristics Report, P.32 
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中等教育（公立校における 4 年制）については、図 VII-30 より、初等教育（同 8 年制）と比較

した場合に生徒の中退率が著しく増加する（10 倍超）。中等教育における中退率は、女子生徒が

約 11%、男子生徒が約 12%で、地方部（11%）よりも都市部（14%）で高くなっている。また、

所得層別の中退率分布状況をみる限り、中等教育中退の状況について一概に所得の貧富が生徒の

中退に大きく寄与しているとはいえない。 

 

NSO の 2011 年総合世帯調査（IHS：Integrated Household Survey）では、中等教育における中退

理由に関しての聞き取り調査は行なわれていないが、初等教育における中退の理由について図

VII-30 に示すような結果が示されている。これによると、初等教育機関中退の主たる理由は、マ

ラウイ全体で見た場合に、（授業内容または教育を受けることに）関心を見出せない（45%）、

経済的事情（26%）、婚姻のため（8%）、家事手伝い等（6%）、疾患のため（4%）、その他275（11%）

となっている。 
 
 

 

図 VII-30 マラウイ 初等・中等教育における中退率と 

初等教育における主な中退理由（2011年）276
 

  

                                                        
275 “劣悪な学習環境”などによる登校拒否、これに起因する授業内容の習熟度の低下、結果としての落第なども

影響していると考えられる。 
276 National Statistical Office (2012) “IHS 2010-2011” In Household Socio-Economic Characteristics Report P.38 
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「関心を見出せない」生徒が多い状況については、生徒の授業内容に対する理解や受容性とい

った理由のほかにも、教員の資質的な問題や“教育の質”にかかる問題277が影響していると考え

られる。中等教育現場における有資格教員の割合は 39%278（2010 年）にとどまり、初等教育と比

べても公立・私立校教員の絶対数は圧倒的に少ない状況にある（図 VII-31）。同様に、中等学校

の教室数は初等学校教室数の 2 割未満となっており（図 VII-32）、初等教育終了者の受け皿とな

る中等教育へのアクセスについても課題が残る。 

 

 
図 VII-31 マラウイにおける初等学校および中等学校教員数の推移（2008年～2012年）279

 

 
 

 
図 VII-32 マラウイにおける初等学校および中等学校教室数の推移（2008年～2012年）280

 

  

                                                        
277 JICA (2012)「マラウイ国 JICA 国別分析ペーパー」P.33 
（表 2-19「初等・中等教育サブセクターにおける主な教育課題」を参照） 

278 JICA (2012)「マラウイ国 JICA 国別分析ペーパー」P.33 
279 JICA (2012)「マラウイ国 JICA 国別分析ペーパー」P.14 
280 Ministry of Education, Science and Technology (2012) “Education Statistics 2012” P.15 



貧困プロファイル（平成 年度）
マラウイ国 編 

144 

マラウイにおける初等・中等教育の退学理由を以下に示す。最も多い理由が「教育に興味がな

くなったから」で、全国で 45.1％となっている。「教育に興味がなくなって」退学する比率は、

都市部では 15.2％に過ぎないが、地方部では 48.4％に達する。次いで、経済的理由（全国 26.1％）、

結婚（全国 8％）、家事手伝（5.5％）、病気（3.8％）となっている。 

教育に興味がなくなる理由が地方部で著しく高い理由として、マラウイの農業生産は天水依存

でリスクが高い上、限られた農外雇用機会しか得られない状況であることが挙げられる（図 VII-33

～34）。特に地方部においては教育年数が直ちに高所得に結びつくような状況にはなっていない281。

このことが、教育に対する関心を低くしている主要な要因であると考えられる。 

 

図 VII-33 マラウイにおける退学の理由（2011年）282 
 

 

 
図 VII-34 マラウイにおける教育と雇用状況の関係283 

  
                                                        
281 高根 務 (2007) 「マラウイの小農」P.144 
282 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)” P.38 の表を抜粋 
283 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  Table 5.3 ならびに 5.5 より作成 

Agriculture,
Forestry,
Fishing

Mining and
Quarrying

Manufac-
turing

Electric,
Water,
other

utilities

Const-
ruction

Whole sale,
Retail

marketing
Hotels

Transport/
Commu-
nication

Finance and
Business

Social and
Community

services
Total

Malawi 86.4 0.1 0.9 0.3 1.9 3.4 0.4 0.7 1.9 3.9 100

None 91.4 0.0 2.9 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 2.2 2.8 100

Primary 1-5 89.4 0.2 0.8 0.1 1.9 3.2 0.3 0.4 2.0 1.7 100

Primary 6-8 86.6 0.2 0.7 0.3 2.4 4.2 0.5 0.8 2.3 2.1 100

Secondary + 66.6 0.1 1.2 1.0 3.3 7.0 1.0 2.0 3.1 14.7 100

Table 5.5: Percentage distribution of currently employed persons aged 15 years and above by main activity according to background characteristics, Malawi 2011.

Education
level

Mlimi
(subsistence

farming)

Wages,
salary

Payment in
kind

Casual
(hourly,
daily)

Unpaid
family

business
worker

Self
employed

Tenant Total

Malawi 80.9 7.6 0.3 2.4 3.0 5.4 0.4 100

None 83.2 3.0 0.0 1.1 3.2 9.3 0.2 100

Primary 1-5 84.3 4.6 0.2 2.6 2.9 5.2 0.3 100

Primary 6-8 81.3 5.5 0.3 2.7 3.3 6.6 0.3 100

Secondary + 60.8 22.5 0.5 2.8 4.9 8.4 0.0 100

Table 5.3: Percentage distribution of currently employed persons aged 15 years and above by type of payment in main job according to
background characteristics, Malawi 2011.

Type of payment

Education
level
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(2) 持続可能な水利用・管理の推進と安定的な給水率の向上にむけて 

居住地における持続的な水利用・管理と安定的な生活用水等の供給と裨益者の拡大は、住民の

衛生状態の維持・改善、水環境に起因する疾病リスクの緩和、住民の健康状態の向上において極

めて重要であり、生計活動を継続していく上での基本となる。 

図 VII-35 に家庭飲料用水の水源別利用状況（世帯割合と人口）を都市・地方部に分けて示す。

水源は、施設・衛生面において改善された水源（Improved source）と改善のなされていない水源

（Non-improved source）に分類されている。Improved source を利用する世帯の割合および人口は、

都市部で約 93%、地方部で 77%となり、Non-improved source については都市、地方部で各々7%、

23%となっている。 

Improved source の内訳として、都市部世帯の主要な水源は、比率の高い順に、共同水栓（Public 

tap/ Standpipe）、住居建物または敷地内に設置される水道（Piped water）および深井戸（Tubewell）

となり、地方部世帯については、深井戸、共同水栓およびコンクリート井戸蓋の設置される浅井

戸（Protected dug-well）となる。一方、Non-improved source の内訳については、都市部・地方部と

もに、保護蓋等の設置されていない浅井戸（Unprotected dug well）が主要な水源となる。また、地

方部においては、表流水（湖沼、内陸低湿地＝ダンボ）を利用する世帯の割合が都市部における

割合を大幅に上回る（10 倍超）。 
 

 

図 VII-35 マラウイにおける家庭飲料用水の水源別利用状況（2010年）284
 

  

                                                        
284 National Statistical Office (2011) “Malawi Demographic and Health Survey(MDHS) 2010” P.18 
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図 VII-36 では、異なる所得階層（5 分位階級）について給水方式・水源のアクセス状況を示し

ている。低所得者層（階級 Q1 および Q2）において井戸と表流水利用が主たる給水原となる一方、

高所得者層（Q4 および Q5）においては。井戸水と表流水の利用割合が減少、共同水栓と水道水

の利用が大幅に増加する。 

 

安定的な水供給について、その裨益者を拡大するためには持続的な水利用とその管理を推進す

る必要がある。この点は日本の対マラウイ水セクターにおける重点支援課題となっている。特に

井戸の管理、周辺における公衆衛生の管理は、水源保全や水質保全の点から、安全な水の確保、

住民の健全な生活に直結している。井戸により汲水される地下水は、周辺環境と連続した系にあ

り、点源（Point source）汚染および面源（Non-point source）汚染の影響を被る危険性を有する。

このため居住地（個別ではなくコミュニティ全体で）における便所等の衛生設備の整備状況は水

源の汚染、水衛生の悪化に影響をおよぼしかねない。 

 

 

図 VII-36 マラウイにおける貧富階層別にみた給水方式・水源（2009年）285
 

 

  

                                                        
285 World Bank (2010) “Country Report, Malawi’s Infrastructure: A Continental Perspective”  P.25 
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図 VII-37 は、都市・地方部別にみた世帯の衛生施設整備状況を示している。ここでは、特に地

方部において、衛生・安全面から改善策の施されていない従来的な衛生設備を依然として多くの

世帯が利用しており、井戸水等を媒介する疾病、慢性疾患発生のリスクにも直面していると考え

られる。保護蓋等の設置されていない“穴を掘った便所”（Pit latrine）を使用する世帯の割合は、

都市部で約 62%とあるが、地方部ではさらに高く約 78%となっている。 
 

 

図 VII-37 マラウイ都市・地方部別にみた世帯の衛生施設整備状況（2010年）286
 

  

                                                        
286 National Statistical Office (2011) “Demographic and Health Survey 2010”  P.19 
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以下、都市部と地方部（北部・中部・南部）に分けて状況を見ることにする。 

 

都市部は全国平均と比べて水道ならびに配管水の利用率が高い。しかし、Mzuzu だけは「保護

されてない井戸（Unprotected Dug Well）の利用率が 12.8％と高く、地方部と同等のレベルとなっ

ている。また、表面水を利用している世帯も Mzuzu に 1.8％、Blantyre に 1.4％存在する。 

 

衛生施設は、マラウイ全土において「Basic Latrine」と呼ばれる簡易トイレが利用されており、

都市部も同様の状況となっている。トイレの共用率は Lilongwe が最も多い。都市部ではくみ取り

式トイレが 3 割程度を占めており、トイレ用下水道の利用は Lilongwe と Blantyre に限られる。 

 

 

図 VII-38 マラウイにおける飲用水源の状況（都市部、2011年）287
 

 

 

図 VII-39 マラウイにおける衛生施設の状況（都市部、2011年）288
 

  

                                                        
287 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.82  Table 6.5 より抜粋。 
なお、「Improved Water」「Not Improved Water」などの区分は引用者が追加。 
288 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.86  Table 6.10 より抜粋 

Pipe water

into

dwelling,

plot or yard

Public

tap/stand

pipe

Tube

well/bore

hole

Protected

dug well

Protected

spring

Rain water

collection

Unprotected

dug well

Unprotected

spring

Cart with

small

tank/drum

Surface

water

Tanker/

truck

Bottled

water

Malawi 9.6 11.0 58.1 4.5 0.5 0.0 10.9 1.0 0.1 4.4 0.0 0.0

Urban 43.9 44.3 6.5 1.4 0.0 0.0 3.0 0.2 0.0 0.7 0.0 0.0

Rural 6.4 7.9 62.9 4.8 0.5 0.0 11.6 1.0 0.1 4.7 0.0 0.0

Mzuzu City 41.9 25.1 12.3 4.8 0.0 0.0 12.8 1.3 0.0 1.8 0.0 0.0

Lilongwe City 61.9 30.3 3.5 2.4 0.0 0.0 1.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

Zomba City 46.2 47.9 5.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 0.0

Blantyre City 23.8 65.5 7.1 0.3 0.0 0.0 1.9 0.0 0.0 1.4 0.0 0.0

Table 6.5: Percentage distribution of households by main source of drinking water according to background characteristics, Malawi 2011

Main source of drinking water

Improved Not Improved Other

Table 6.10: Proportion of households by type of toilet according to background characteristics, Malawi 2011

Flush to

sewer

Flush to

septic tank

Improved

latrine
VIP Eco-san Basic Latrine Total

Malawi 30.6 0.6 4.8 4.1 0.4 1.4 88.6 100

Urban 37.1 2.3 24.2 5.7 0.7 0.2 66.8 100

Rural 29.9 0.5 2.7 3.9 0.4 1.5 91.0 100

Mzuzu City 29.4 0.0 10.5 1.9 0.0 1.0 86.7 100

Lilongwe City 50.8 4.7 24.0 5.8 0.0 0.0 65.5 100

Zomba City 28.7 0.9 30.5 4.9 1.6 0.0 62.0 100

Blantyre City 39.5 3.6 25.3 10.7 0.4 0.4 59.6 100

Proportion of

households

which Share

Toilet

Kind of toilet facility a household usually use
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北部地域の飲用水源と衛生施設の状況を以下に示す。飲用水源は、Nhkata Bay の状況が悪く、

保護されていない井戸を利用する世帯が 21.2％、表面水を利用する世帯が 11.5％である。また、

保護されていない井戸は Chitipa で 10.8％、表面水は Rumphi で 10.1％となっている。 

 

衛生施設は、すべての District で「Basic Latrine」を利用しており、トイレがない地域は存在し

ない。Chitipa と Rumphi は「Improved Latrine」と呼ばれる改良型簡易トイレの利用率が高い。一

部の District にはトイレ用下水が整備されている。 

 

 

 

図 VII-40 マラウイにおける飲用水源の状況（北部地方部、2011年）289
 

 

 
図 VII-41 マラウイにおける衛生施設の状況（北部地方部、2011年）290
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Pipe water

into

dwelling,

plot or yard

Public

tap/stand

pipe

Tube

well/bore

hole

Protected

dug well

Protected

spring

Rain water

collection

Unprotected

dug well

Unprotected

spring

Cart with

small

tank/drum

Surface

water

Tanker/

truck

Bottled

water

Malawi 9.6 11.0 58.1 4.5 0.5 0.0 10.9 1.0 0.1 4.4 0.0 0.0

Urban 43.9 44.3 6.5 1.4 0.0 0.0 3.0 0.2 0.0 0.7 0.0 0.0

Rural 6.4 7.9 62.9 4.8 0.5 0.0 11.6 1.0 0.1 4.7 0.0 0.0

Chitipa 8.6 7.1 63.8 1.9 0.4 0.0 10.8 2.6 0.0 4.9 0.0 0.0

Karonga 9.5 15.4 68.2 1.7 0.5 0.0 0.7 1.4 0.0 2.6 0.0 0.0

Nkhata Bay 8.7 4.9 46.6 4.3 1.6 0.0 21.2 0.4 0.4 11.5 0.2 0.0

Rumphi 17.6 26.5 37.4 3.2 0.3 0.0 2.6 2.2 0.0 10.1 0.0 0.0

Mzimba 3.7 3.1 74.6 1.7 0.1 0.0 9.0 0.0 0.0 7.8 0.0 0.0

Table 6.5: Percentage distribution of households by main source of drinking water according to background characteristics, Malawi 2011

Main source of drinking water

Improved Not Improved Other

Table 6.10: Proportion of households by type of toilet according to background characteristics, Malawi 2011

Flush to

sewer

Flush to

septic tank

Improved

latrine
VIP Eco-san Basic Latrine Total

Malawi 30.6 0.6 4.8 4.1 0.4 1.4 88.6 100

Urban 37.1 2.3 24.2 5.7 0.7 0.2 66.8 100

Rural 29.9 0.5 2.7 3.9 0.4 1.5 91.0 100

Chitipa 13.2 0.0 3.3 13.4 1.3 0.0 82.0 100

Karonga 32.3 0.9 1.7 0.0 0.0 0.0 97.4 100

Nkhata Bay 33.9 0.2 0.0 5.2 0.0 1.0 93.5 100

Rumphi 28.5 0.7 4.6 16.8 3.5 0.7 73.8 100

Mzimba 33.8 1.0 1.4 3.0 0.1 0.4 94.0 100

Proportion of

households

which Share

Toilet

Kind of toilet facility a household usually use
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中部地域の飲用水源と衛生施設の状況を以下に示す。保護されていない井戸の利用率が地方部

平均より多いのは Dowa（40.8％）、Kasungu（27.0％）、Lilongwe Rural（25.0％）、Mchinji（20.8％）

である。Ntcheu と Salima は表面水の利用率が全国平均より高い。 

衛生施設は概ね「Basic Latrine」であるが、Nhkotakota、Ntchisi、Dedza、Ntcheu はくみ取り式の

利用率が地方平均よりも高い。また、Salima と Lilongwe Rural では「Eco-sanitation」と呼ばれる衛

生施設の利用率がやや多い。一部の District にはトイレ用下水が整備されている。 

 

図 VII-42 マラウイにおける飲用水源の状況（中部地方部、2011年）291
 

 

図 VII-43 マラウイにおける衛生施設の状況（中部地方部、2011年）292
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292 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.86  Table 6.10 より抜粋 

Pipe water

into

dwelling,

plot or yard

Public

tap/stand

pipe

Tube

well/bore

hole

Protected

dug well

Protected

spring

Rain water

collection

Unprotected

dug well

Unprotected

spring

Cart with

small

tank/drum

Surface

water

Tanker/

truck

Bottled

water

Malawi 9.6 11.0 58.1 4.5 0.5 0.0 10.9 1.0 0.1 4.4 0.0 0.0

Urban 43.9 44.3 6.5 1.4 0.0 0.0 3.0 0.2 0.0 0.7 0.0 0.0

Rural 6.4 7.9 62.9 4.8 0.5 0.0 11.6 1.0 0.1 4.7 0.0 0.0

Kasungu 6.9 1.7 53.7 3.6 3.4 0.0 27.0 0.0 0.2 3.6 0.0 0.0

Nkhotakota 7.3 20.4 66.9 0.4 0.0 0.0 4.0 0.4 0.0 0.7 0.0 0.0

Ntchisi 10.5 10.5 61.5 1.5 0.0 0.0 9.8 4.0 0.0 2.2 0.0 0.0

Dowa 0.3 1.3 46.7 4.8 0.7 0.0 40.8 2.5 0.0 2.9 0.0 0.0

Salima 4.9 4.6 67.8 6.7 0.2 0.6 7.6 2.1 0.0 5.3 0.0 0.3

Lilongwe Rural 2.3 2.4 57.1 8.1 0.6 0.0 25.0 1.9 0.1 2.1 0.0 0.2

Mchinji 8.1 8.8 52.7 7.5 0.7 0.0 20.8 0.0 0.0 1.4 0.0 0.0

Dedza 11.9 5.9 72.5 0.7 0.0 0.0 2.2 1.5 0.0 4.5 0.4 0.4

Ntcheu 16.0 14.6 50.9 1.0 0.0 0.0 4.9 3.4 0.0 9.2 0.0 0.0

Table 6.5: Percentage distribution of households by main source of drinking water according to background characteristics, Malawi 2011

Improved Not Improved Other

Main source of drinking water

Table 6.10: Proportion of households by type of toilet according to background characteristics, Malawi 2011

Flush to

sewer

Flush to

septic tank

Improved

latrine
VIP Eco-san Basic Latrine Total

Malawi 30.6 0.6 4.8 4.1 0.4 1.4 88.6 100

Urban 37.1 2.3 24.2 5.7 0.7 0.2 66.8 100

Rural 29.9 0.5 2.7 3.9 0.4 1.5 91.0 100

Kasungu 30.1 0.3 2.6 1.9 0.5 1.5 93.2 100

Nkhotakota 34.4 0.0 18.4 2.6 0.0 0.5 78.6 100

Ntchisi 13.7 0.5 8.8 0.9 0.0 0.5 89.4 100

Dowa 26.9 0.0 0.4 0.0 0.0 0.8 98.7 100

Salima 23.3 0.8 0.0 2.3 0.0 3.7 93.2 100

Lilongwe Rural 30.0 0.1 0.4 0.8 0.0 6.5 92.2 100

Mchinji 40.7 0.2 1.3 0.0 0.0 1.1 97.4 100

Dedza 10.6 1.3 7.1 1.8 0.0 0.0 89.8 100

Ntcheu 25.2 0.0 5.2 2.8 0.7 1.3 90.0 100

Proportion of

households

which Share

Toilet

Kind of toilet facility a household usually use
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南部地域の飲用水源と衛生施設の状況を以下に示す。南部地域で保護されていない井戸の利用

率が地方部平均より高いのは Machinga（23.9％）と Thyolo（16.9％）である。表面水の利用率が

高いのは Neno（15.3％）、Blantyre Rural（8.2％）、Thyolo（6.1％）、Mwanza（5.7％）である。 

衛生施設について、くみ取り式トイレの利用率は Chikwawa が 23.5％と、地方部では突出して

高い。また、Improved Latrine の利用率が高いのは Thyolo（20％）、Mulanje（14.4％）、Blantyre Rural

（5.0％）である。一部の District にはトイレ用下水が整備されている。 

 

図 VII-44 マラウイにおける飲用水源の状況（南部地方部、2011年）293
 

 

図 VII-45 マラウイにおける衛生施設の状況（南部地方部、2011年）294
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294 National Statistical Office, Malawi (2012)  “Welfare Monitoring Survey 2011”  P.86  Table 6.10 より抜粋 

Pipe water

into

dwelling,

plot or yard

Public

tap/stand

pipe

Tube

well/bore

hole

Protected

dug well

Protected

spring

Rain water

collection

Unprotected

dug well

Unprotected

spring

Cart with

small

tank/drum

Surface

water

Tanker/

truck

Bottled

water

Malawi 9.6 11.0 58.1 4.5 0.5 0.0 10.9 1.0 0.1 4.4 0.0 0.0

Urban 43.9 44.3 6.5 1.4 0.0 0.0 3.0 0.2 0.0 0.7 0.0 0.0

Rural 6.4 7.9 62.9 4.8 0.5 0.0 11.6 1.0 0.1 4.7 0.0 0.0

Mangochi 0.0 1.1 86.6 6.8 0.5 0.0 1.6 0.3 0.0 3.0 0.0 0.0

Balaka 14.3 15.4 66.8 1.1 0.3 0.0 1.6 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0

Machinga 9.8 3.8 55.1 3.6 0.1 0.1 23.9 0.4 0.1 2.8 0.0 0.1

Neno 1.4 0.7 62.4 7.3 0.5 0.0 11.3 1.2 0.0 15.3 0.0 0.0

Zomba Rural 0.4 11.9 79.0 1.3 0.0 0.0 5.9 0.8 0.0 0.7 0.0 0.0

Mwanza 8.1 2.5 78.6 0.0 0.5 0.0 2.7 2.0 0.0 5.7 0.0 0.0

Blantyre Rural 2.9 3.1 76.1 3.7 0.0 0.0 5.8 0.2 0.0 8.2 0.0 0.0

Chiradzulu 5.4 0.0 78.8 8.7 0.9 0.0 2.9 0.0 0.3 2.9 0.0 0.0

Mulanje 5.4 23.6 60.3 3.0 0.3 0.3 3.3 0.9 0.0 3.0 0.0 0.0

Phalombe 0.0 38.3 59.9 0.0 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 1.1 0.0 0.0

Chikwawa 10.7 18.4 51.9 12.0 0.0 0.0 3.4 0.7 0.0 3.0 0.0 0.0

Thyolo 3.7 4.5 63.4 4.0 0.3 0.0 16.9 0.6 0.3 6.1 0.2 0.0

Nsanje 3.3 1.3 77.5 14.9 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 2.5 0.0 0.0

Table 6.5: Percentage distribution of households by main source of drinking water according to background characteristics, Malawi 2011

Improved Not Improved Other

Main source of drinking water

Table 6.10: Proportion of households by type of toilet according to background characteristics, Malawi 2011

Flush to

sewer

Flush to

septic tank

Improved

latrine
VIP Eco-san Basic Latrine Total

Malawi 30.6 0.6 4.8 4.1 0.4 1.4 88.6 100

Urban 37.1 2.3 24.2 5.7 0.7 0.2 66.8 100

Rural 29.9 0.5 2.7 3.9 0.4 1.5 91.0 100

Mangochi 13.4 0.0 0.0 0.3 0.0 1.2 98.5 100

Balaka 19.3 1.6 1.0 1.6 0.3 3.5 92.0 100

Machinga 24.8 0.0 0.0 0.6 0.0 2.1 97.4 100

Neno 29.2 0.3 0.0 0.6 0.3 1.0 97.7 100

Zomba Rural 27.3 0.0 0.0 0.2 0.0 1.0 98.8 100

Mwanza 32.9 0.0 1.3 4.1 0.0 0.0 94.6 100

Blantyre Rural 35.0 1.2 2.8 5.0 0.0 1.6 89.4 100

Chiradzulu 25.7 0.0 0.0 1.6 1.9 1.6 94.9 100

Mulanje 30.7 0.4 0.0 14.4 0.0 0.0 85.2 100

Phalombe 34.1 0.0 0.6 1.1 0.0 1.1 97.1 100

Chikwawa 57.7 2.1 23.5 5.1 0.2 0.2 68.8 100

Thyolo 31.3 0.2 0.2 20.0 0.5 1.6 77.5 100

Nsanje 45.6 0.5 1.4 1.1 0.0 0.5 96.5 100

Proportion of

households

which Share

Toilet

Kind of toilet facility a household usually use
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IX. ANNEX 各 District別の貧困状況詳細 

 

（北部地方部） 

[1] Chitipa District  

  
図 IX-1 Chitipa District食料脆弱性地図・貧困率地図295、「Malawi-FEZ Map」296

 

 

 
Chitipa District は人口約 17.9 万人である。人口密度は 42 人/km2と、北部地方部平均（58 人/km2）

より少ない。2011 年の貧困率は 75.6％と、北部地方部で最も高い（北部地域平均：59.9％）。 

食料脆弱性は北部では低い方である。主要産業は農業であり、全人口の 94.9％が農業に従事して

いる。 

 

「Malawi FEZ」によると、「Chitipa Millet and Maize Zone」に該当する。主要な作物はトウモロ

コシであるが、ミレット、キャッサバ、豆類も多く栽培されている。換金作物としては、タバコ・

トウモロコシ・ミレット・豆・ワタなどがある。 
 

2009 年の収穫量は、キャッサバ約 8.1 万 t、トウモロコシ約 7.6 万 t、豆約 1.1 万 t、ラッカセイ

約 4 千 t、などとなっている。 

 

大規模農園は給与所得者全体の 0.0％となっており、ほとんど存在しないとみられる。中小規模

農園の雇用（Mlimi）は給与所得者の 93.9％を占める。 
 

収入源は畜産物販売が最も多く、31.0％である。その他は食料作物販売 23.8％、家財販売 23.0％、

仕送り 22.2％、主要食料販売 17.1％、給与所得 15.1％などである。 

 

北部地域の中では自営農業所得の占める割合が最も低く、収入源の選択肢も限られている。 

  

                                                        
295 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より北部を抽出 
296 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より北部を抽出 
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[2] Karonga District 

  
図 IX-2 Karonga District食料脆弱性地図・貧困率地図297、「Malawi-FEZ Map」298

 

 

Karonga Districtは人口約 27.3万人である。人口密度は 81人/km2と、北部地方部平均（58人/km2）

より多い。2011 年の貧困率は 61.7％と、北部地域平均（59.9％）よりもやや多い。食料脆弱性は

北部では平均的である。主要産業は農業であり、全人口の 88.5％が農業に従事している。 

 

「Malawi FEZ」によると、「Northern Karonga」「Northern Lakeshore」「Central Karonga」の 3

つの農業構造から構成される。「Northern Karonga」では、Songwe 川付近で大量のコメが栽培さ

れている。主要な換金作物はキャッサバ、コメ、ミレット、バナナなどである。北部は道路状況

が劣悪なため（図 I-8 参照）、富裕世帯はマラウイ国内よりもタンザニアに向けて余剰米を販売す

る一方、貧困世帯は 1 年間に必要な食料も生産できない場合が多い。「Central Karonga」は比較的

土壌が肥沃であり、トウモロコシと家畜の生産が盛んである。この地域は世帯収入にかかわらず、

1 年間の 75％の食料を自給できる。富裕世帯は家畜の販売によって収入を得る一方、貧困世帯は

換金作物や工芸品の販売、そして単純労働に従事する場合が多い。「Northern Lakeshore」はマラ

ウイ湖に沿った地域であり、漁業が盛んである。農業生産も盛んであり、年間に消費する食料の

65％を自給している。富裕世帯はカヌーを所有しており、貧困層を雇用して漁業を行う。 

 

2009 年の収穫量は、キャッサバ約 29 万 t、トウモロコシ約 6 万 t、コメ約 2.9 万 t、ラッカセイ

約 3.4 千 t、豆約 1.3 千 t、などとなっている。 

 

大規模農園は給与所得者全体の 0.0％となっており、ほとんど存在しないとみられる。中小規模

農園の雇用（Mlimi）は給与所得者の 83.4％を占める。 

 

収入源は仕送りが最も多く、62.7％を占める。畜産物販売 53.1％、家財販売 45.2％、Ganyu が

41.4％、給与所得が 40.2％などである。自営農業所得が多く、収入源の選択肢も比較的多い。 

  

                                                        
297 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より北部を抽出 
298 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より北部を抽出 
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[3] Nkhata Bay District 

  
図 IX-3 Nkhata Bay District食料脆弱性地図・貧困率地図299、「Malawi-FEZ Map」300

 

 

Nhkata Bay District は人口約 22.4 万人である。人口密度は 55 人/km2と、北部地方部平均（58 人

/km2）に近い。2011 年の貧困率は 44.5％と、北部地方部平均（59.9％）よりもやや良好であるが、

年によって貧困状況が異なり、北部地域の中では比較的貧困地域とされる。北部の他地域と比べ

て、食料脆弱性はやや高い。主要な産業は農業であり、全人口の 87.7％が農業に従事している。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域はほとんどが「Nhkata Bay Cassava Zone」に分類されている。

もっとも重要なのは食料作物、雇用、換金作物である。一般的な家庭では、年間の 8～9 ヶ月をま

かなえるだけの食料を生産している。岩が多い地質のため、家畜による耕作が困難である。また、

土壌が痩せていることも農業生産の障害となっている。キャッサバが主流のため、トウモロコシ

よりも気候変動の影響は受けにくい。 

 

2009 年の収穫量は、キャッサバ約 64 万 t、トウモロコシ約 4.5 万 t、コメ約 7.9 千 t、豆約 2.7

千 t、ラッカセイ約 2 千 t、などとなっている。 

 

大規模農園は給与所得者全体の 1.6％である。中小規模農園の雇用（Mlimi）は給与所得者の82.2％

を占める。 

 

収入源は家畜・畜産物の販売が最多であり、50.3％である。次いで家財販売 49.9％、仕送り 48.4％、

家財販売 45.1％、給与所得 41.8％、主食作物販売 41.8％、などがあげられる。Ganyu は 33.9％で

ある。自営農業所得の割合が多く、収入源の選択肢も比較的多い。 
  

                                                        
299 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より北部を抽出 
300 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より北部を抽出 
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[4] Rumphi District 

  
図 IX-4 Rumphi District食料脆弱性地図・貧困率地図301、「Malawi-FEZ Map」302

 

 
Rumphi District は人口約 16.9 万人である。人口密度は 35 人/km2と、北部地方部平均（58 人/km2）

よりも少ない。2011 年の貧困率は 37.3％であり、北部地方部平均（59.9％）と比べて低い。主要

な産業は農業であり、全人口の 85.4％が農業に従事している。その他、建築業に 3.1％、社会サー

ビスに 5.9％の従事者がいる。北部地域では、食料脆弱性は平均的である。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域は「Western Rumphi (and Mzimba)」「Mzimba self-sufficient maize」

の 2 地域に分類されている。「Western Rumphi (and Mzimba)」では、食料作物・野生獣の肉・換

金作物と非農業収入が重要である。この地域では、年間 10 ヶ月程度の自給が可能な作物を収穫可

能である。タバコとトウモロコシが主要な換金作物となっている。さらに、ビール、工芸、薪の

販売も重要な収入源となっている。「Mzimba self-sufficient maize」はトウモロコシを自給可能な

地域である。この地域では、裕福な世帯は余剰となったトウモロコシを販売するが、一般的な世

帯でも年間に消費するトウモロコシは自給可能である。タバコが重要な換金作物であり、大農場

と中小農場で栽培されている。野生獣の肉や家畜については、マラウイ平均よりも多い。 
 

Rumphi における 2009 年の収穫量は、キャッサバ約 7.1 万 t、トウモロコシ約 4.2 万 t、豆約 4 千

t、ラッカセイ約 2 千 t などとなっている。 

 

大規模農園は給与所得者全体の 10.8％を占めている。中小規模農園の雇用（Mlimi）は給与所得

者の 76.8％を占める。 
 

収入源は食料作物販売が 55.0％と最多である。その他は仕送り 49.6％、換金作物販売 45.4％、

給与所得 33.7％などがあげられる。Ganyu は 31.2％である。 

 

収入源の選択肢は他地域と比べても多く、自営農業所得の比率が高い。 

  

                                                        
301 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より北部を抽出 
302 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より北部を抽出 
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[5] Mzimba District 

  
図 IX-5 Mzimba District食料脆弱性地図・貧困率地図303、「Malawi-FEZ Map」304

 

 
Mzimba District は人口約 72.4 万人である。人口密度は 70 人/km2と、北部地方部平均（58 人/km2）

と比べて多い。2011 年の貧困率は 60.9％であり、北部地方部平均（59.9％）とほぼ同等である。

主要な産業は農業であり、全人口の 93.5％が農業に従事している。食料脆弱性は北部では平均的

な状況である。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域は「Western Rumphi (and Mzimba)」「Mzimba self-sufficient maize」

の 2 地域に分類されており、農業経済は Rumphi District とほぼ同一の構造である。 
 

2009 年の収穫量は、キャッサバ約 30.7 万 t、トウモロコシ約 25.5 万 t、ラッカセイ約 2.3 万 t、

豆約 2.2 万 t、ミレット約 6 千 t などとなっている。 

 

大規模農園は給与所得者全体の 0.3％にとどまる。一方、中小規模農園の雇用（Mlimi）は給与

所得者の 84.5％を占める。 
 

収入源は仕送りが 48.4％と最多である。その他は食料作物販売 45.1％、換金作物販売 43.5％、

給与所得 35.3％などがあげられる。Ganyu は 26.2％である。自営農業所得の割合が多く、収入源

の選択肢も比較的多い。 

 

農業構造が類似しているにもかかわらず、Mzimba と Rumphi の貧困率が著しく相違するのは、

Mzimbaは Rumphiと比べて大規模農場の雇用が少なく、中小農場の雇用が多い。その結果として、

世帯収入が少なくなっていることが大きな要因と考えられる。 

  

                                                        
303 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より北部を抽出 
304 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より北部を抽出 
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（中部地方部） 

[6] Kasungu District 

  

図 IX-6 Kasungu District食料脆弱性地図・貧困率地図305、「Malawi-FEZ Map」306
 

 
Kasungu District は人口約 61.6 万人である。人口密度は 78 人/km2であり、中部地域平均（137

人/km2）と比べてかなり少ない。2011 年の貧困率は 33.6％であり、中部地方部平均（48.7％）よ

りも少ない。主要産業は農業であり、全人口の 88.0％が農業に従事している。食料脆弱性は中部

地域の平均である。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域は「Kasungu Lilongwe Plain zone」に分類されている。「Kasungu 

Lilongwe Plain zone」における農業生産力は高く、世帯の年間消費量の 10～11 ヶ月程度を自給で

きる。主食、換金作物、その他の取引が多い。主要な換金作物はタバコである。 
 
 

2009 年の収穫量は、トウモロコシ約 27.5 万 t、キャッサバ約 23.6 万 t、豆約 1.8 万 t、ラッカセ

イ約 1.6 万 t などとなっている。 

 

大規模農園は給与所得者の 1.3％である。中小規模農園の雇用（Mlimi）は給与所得者の 79.9％

を占める。 
 

収入源は仕送りが 46.3％と最多である。その他は給与所得 41.0％、換金作物販売 31.9％、食料

作物販売 31.2％などがあげられる。Ganyu は 22.5％である。収入源の選択肢は比較的多い。 
 
  

                                                        
305 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より中部を抽出 
306 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より中部を抽出 
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[7] Nkhotakota District 

  

図 IX-7 Nkhotakota District食料脆弱性地図・貧困率地図307、「Malawi-FEZ Map」308
 

 
Nkhotakota District は人口約 30.2 万人である。人口密度は 71 人/km2であり、中部地方部平均（137

人/km2）と比べて少ない。2011 年の貧困率は 32.1％であり、中部地方部では最も貧困率が低い（中

部地方部平均：48.7％）。主要産業は農業であり、全人口の 91.6％が農業に従事している。食料

脆弱性は中部地域の平均である。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域は「Kasungu Lilongwe Plain zone」と「Rift Valley Escarpment」

に分類されている。「Rift Valley Escarpment」は周辺地域と比べて岩石が多く、農業生産性が低く、

一般的な世帯は年間 8 ヶ月分の食料しか自給できない。トウモロコシ、キャッサバ、ソルガム、

豆類などが主要作物であるが、富裕世帯のみが家畜による耕作を行っており、換金作物による収

入が主流を占める。ワタが主要な換金作物である。 

 

2009 年の収穫量は、キャッサバ約 72.9 万 t、トウモロコシ約 7 万 t、コメ約 7.8 千 t、ラッカセ

イ約 6 千 t などとなっている。 

 

南ア資本の Illovo Sugar の大規模エステートがあることから、給与所得者の 9.1％が大規模農園

に雇用されており、中部地域では最も多い。中小規模農園の雇用（Mlimi）は給与所得者の 76％と

なっている。 

 

収入源は給与所得が 49.0％と最多である。その他は仕送り 26.1％、家財販売 21.1％、Ganyu が

10.7％である。それ以外の収入源はいずれも 10％に満たない。収入源の選択肢は限られている。 

  

                                                        
307 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より中部を抽出 
308 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より中部を抽出 
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[8] Ntchisi District 

  

図 IX-8 Ntchisi District食料脆弱性地図・貧困率地図309、「Malawi-FEZ Map」310
 

 

Ntchisi Districtは人口約 22.4万人である。人口密度は135人/km2と、中部地方部平均（137人/km2）

とほぼ同じである。2011 年の貧困率は 41.4％であり、中部地方部平均（48.7％）よりは若干少な

い。主要産業は農業であり、全人口の 91.1％が農業に従事している。食料脆弱性は中部地域の平

均的な値である。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域は、「Kasungu Lilongwe Plain zone」と「Rift Valley Escarpment」

に分類されており、Nhkotakota District と同様の環境である。2009 年の収穫量は、トウモロコシ約

13.7 万 t、キャッサバ約 4 万 t、豆約 1.7 万 t、ラッカセイ約 1 万 t などとなっている。 

 

大規模農園は給与所得者の 0.0％となっており、ほぼ存在しないと見られる。中小規模農園の雇

用（Mlimi）は給与所得者の 90.7％となっている。 

 

農業生産環境が類似している Nhkotakota District と Ntchisi District において、貧困状況が相違し

ている要因の一つは、大規模農園の有無にあると思われる。Nhkotakota では大規模農園の雇用者

が給与所得者の 9.1％を占めるのに対し、Ntchisi は 0.4％に過ぎない。農産物の生産状況も相違が

あり、Ntchisi の方がトウモロコシへの依存度が高い。このことは、降雨量などの気候変動に対し

て自給農業が脆弱であることを意味している。 

 

収入源は給与所得が 58.2％と最多である。その他は家財販売 15.9％、仕送り 14.3％であり、そ

れ以外の収入源はいずれも 10％に満たない。また、Ganyu は 0.8％と、他地域と比べてもきわめて

少なく、収入源の選択肢が著しく限られている。 

  

                                                        
309 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より中部を抽出 
310 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より中部を抽出 
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[9] Dowa District 

  

図 IX-9 Dowa District食料脆弱性地図・貧困率地図311、「Malawi-FEZ Map」312
 

 

Dowa District は人口約 55.6 万人である。人口密度は 183人/km2と、中部地方部平均（137人/km2）

よりも多い。2011 年の貧困率は 45.6％であり、中部地方部平均（48.7％）に近い。主要産業は農

業であり、全人口の 93.7％が農業に従事している。食料脆弱性は中部地域の平均的な値である。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域は、「Kasungu Lilongwe Plain zone」に分類されている。 

 

2009 年の収穫量は、トウモロコシ約 21.4 万 t、キャッサバ約 11.7 万 t、ラッカセイ約 3.2 万 t、

豆約 1.6 万 t などとなっている。 

 

大規模農園は給与所得者の 0.0％となっており、ほぼ存在しないと見られる。中小規模農園の雇

用（Mlimi）は給与所得者の 91.8％となっている。 

 

収入源は給与所得が 49.1％と最多である。その他は仕送り 36.6％、家財販売 29.2％、主食とな

る食料販売 26,8％、その他の食料作物販売 22.7％、換金作物販売 21.6％などである。Ganyuは 13.4％

である。収入源の選択肢は比較的多いが、給与所得・仕送りと比べるとある程度の限度がある。 

  

                                                        
311 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より中部を抽出 
312 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より中部を抽出 
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[10] Salima District 

  

図 IX-10 Salima District食料脆弱性地図・貧困率地図313、「Malawi-FEZ Map」314
 

 

Salima District は人口約 34 万人である。人口密度は 155 人/km2と、中部地方部平均（137 人/km2）

よりもやや高い。2011 年の貧困率は 41.1％であり、中部地方部平均（48.7％）よりやや少ない。

主要産業は農業であり、85.6％である。その他は商業 4.5％、社会コミュニティ 3.1％、建設業 2.0％

などである。食料脆弱性は中部地域では最も高い。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域は「Rift Valley Escarpment」に分類されている。周辺地域と

比べて岩石が多く、農業生産性は低い。 
 

2009 年の収穫量は、トウモロコシ 9.2 万 t、キャッサバ約 2.5 万 t、ラッカセイ約 7.6 千 t などと

なっている。 

 

大規模農園は給与所得者の 0.5％にとどまる。中小規模農園の雇用（Mlimi）は給与所得者の81.1％

となっている。 
 

収入源は仕送りが 57.5％と最多であり、その他は給与所得 56.9％、食料作物の販売 42.5％、家

財販売 41.4％などである。Ganyu は 22.4％である。収入源の選択肢は比較的多い。 

 

  

                                                        
313 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より中部を抽出 
314 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より中部を抽出 
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[11] Lilongwe District（地方部） 

  

図 IX-11 Lilongwe District（地方部）食料脆弱性地図・貧困率地図315、「Malawi-FEZ Map」316
 

 

Lilongwe District（Lilongwe 市を除く地方部）は、人口約 122.8 万人、人口密度 215 人/km2であ

り、いずれも中部地方部では最多である。2011 年の貧困率は 56.6％であり、中部地方部では 2 番

目に悪い（中部地方部平均：48.7％）。主要産業は農業であり、89.6％である。その他は建設業 3％、

商業 2%などである。食料脆弱性は中部地域としては平均的な値である。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域は西部が「Kasungu Lilongwe Plain」、東部が「Lilongwe East」

に分類される。 
 

「Malawi FEZ」によると、「Kasungu Lilongwe Plain zone」の農業生産力は高い。（Kasungu District

の項参照）一方、「Lilongwe East」は農業生産力が著しく低く、貧困農家が多い。また、所有し

ている農地面積も狭い。主要な主食作物はトウモロコシ、豆、ラッカセイ、サツマイモとなって

いる。畜耕の利用も限られているため、貧困農家は富裕農家で農業を行う場合が多い。 

 

2009 年の収穫量はトウモロコシ約 48.5 万 t、キャッサバ約 13.1 万 t、ラッカセイ約 5.3 万 t、豆

約 1.9 万 t であるが、東西地域による生産量の差が存在すると考えられる。 

 

大規模農園は給与所得者の 0.6％にとどまる一方、中小規模農園の雇用（Mlimi）は給与所得者

の 84.7％となっている。 

 

収入源は給与所得が 50.3％である。その他は仕送り 42％、食料作物販売 47.3％、家財販売 34.8％

などである。Ganyu は 12.7％である。収入源の選択肢は比較的多い。 

 

  

                                                        
315 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より中部を抽出 
316 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より中部を抽出 
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[12] Mchinji District 

  

図 IX-12 Mchinji District食料脆弱性地図・貧困率地図317、「Malawi-FEZ Map」318
 

 
Mchinji District は人口約 45.7 万人である。人口密度は 136 人/km2であり、中部地方部の平均値

（137 人/km2）とほぼ同一である。2011 年の貧困率は 55.5％と中部地方部では 3 番目に悪い（中

部地方部平均：48.7％）。主要産業は農業であり、人口の 91.5％を占める。食料脆弱性は中部地

域としては平均的な値である。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域は「Kasungu Lilongwe Plain」に分類される。「Kasungu Lilongwe 

Plain zone」の農業生産力は高い。（Kasungu District の項参照） 

 

2009 年の収穫は、トウモロコシが約 26.4 万 t、キャッサバ 6.2 万 t、ラッカセイ約 4 万 t、豆約

1.8 万 t などである。 

 

大規模農場は給与所得者の 0.7％に過ぎず、中小規模農園の雇用（Mlimi）が給与所得者の 87.9％

である。 

 

世帯収入は食料作物の販売が 66.5％と最も多く、次いで給与所得が 55.1％を占める。仕送り

52.8％、家財の販売 48.9％などとなっている。Ganyu は 18.9％である。収入源の選択肢は比較的多

い。 

  

                                                        
317 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より中部を抽出 
318 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より中部を抽出 
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[13] Dedza District 

  

図 IX-13 Dedza District食料脆弱性地図・貧困率地図319、「Malawi-FEZ Map」320
 

 

Detza District は人口約 62.4 万人である。人口密度は 172 人/km2であり、中部地方部の平均値（137

人/km2）よりも多い。2011年の貧困率は56.8％と中部地域では最も悪い（中部地方部平均：48.7％）。

主要産業は農業であり、人口の 92.8％を占める。食料脆弱性は中部地域としては平均的な値であ

る。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域は「Kasungu Lilongwe Plain」に分類される。「Kasungu Lilongwe 

Plain zone」の農業生産力は高い。（Kasungu District の項参照） 
 

2009 年の収穫量はトウモロコシ約 18.2 万 t、キャッサバ約 11.3 万 t、コメ約 1.2 万 t、豆約 3.6

万 t、ラッカセイ約 2.1 万 t などである。 

 

大規模農場はほとんど存在せず、給与所得者の 0.0％となっている。一方、中小農園の雇用（Mlimi）

は給与所得者の 91.6％を占める。 
 

給与所得が世帯収入源の 85.3％を占める。次いで仕送り 81.4％、家財販売 79.8％、食料食物の

販売 75.2％、換金作物販売 73.6％などが挙げられる。Ganyu は 38.8％である。収入源の選択肢は

比較的多い。 

  

                                                        
319 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より中部を抽出 
320 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より中部を抽出 
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[14] Ntcheu District 

  

図 IX-14 Ntcheu District食料脆弱性地図・貧困率地図321、「Malawi-FEZ Map」322
 

 

Ntcheu Districtは人口約 47.4万人である。人口密度は139人/km2であり、中部地方部の平均値（137

人/km2）とほぼ同じである。2011 年の貧困率は 45.6％と、中部地方部平均（48.7％）よりやや少

ない。主要産業は農業であり、人口の 91％を占める。食料脆弱性は中部地域としては平均的であ

る。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域の東側は「Mozambique Border Area」に分類される。この地

域はモザンビーク Tete 州に接しているが、Tete 州はモザンビークの中でも農業生産力の高い地域

とされ、中部地域では唯一食料を自給可能である。また、マラウイ人は国境を超えてモザンビー

クに働きに行く場合がある。換金作物としてはタバコ、豆、芋、大豆、ラッカセイなどが栽培さ

れている。家畜の所有率は低い。 

 

2009 年の収穫量は、トウモロコシ約 18.1 万 t、キャッサバ約 5.1 万 t、豆約 2 万 t、ラッカセイ

約 1.3 万 t などである。 
 

大規模農場は、給与所得者の 1.2％を占める。中小規模農園の雇用（Mlimi）は 84.4％を占める。 

 

世帯収入は食料作物の販売が最も多い（66.1％）。次いで、給与所得 63.6％、家財販売 53.1％、

仕送り 50.3％、換金作物販売 46.2％などとなっている。Ganyu は 20.6％である。 

  

                                                        
321 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より中部を抽出 
322 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より中部を抽出 
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（南部地方部） 

[15] Mangochi District 

  

図 IX-15 Mangochi District食料脆弱性地図・貧困率地図323、「Malawi-FEZ Map」324
 

 

Mangochi District は人口約 80.4 万人である。人口密度は 128 人/km2であり、南部地方部の平均

値（156 人/km2）よりやや少ない。2011 年の貧困率は 73.2％であり、南部地方部平均（63.3％）よ

り多い。主要な産業は農業であり、人口の 94.7％を占める。食料脆弱性は南部地域では少ない方

である。 
 

「Malawi FEZ」によると、この地域は西から東にかけて、「Middle Shire Valley」「Phirilongwe Hills」

「Shire Highlands」の 3 地域から構成されている。「Middle Shire Valley」は土壌が痩せており、農

業生産性が低い。トウモロコシ、キャッサバ、コメなどが主要作物であり、換金作物はタバコと

ワタである。貧困世帯では、魚による収入も重要である。家畜の飼育は少ない。「Phirilongwe Hills」

は農業生産力が比較的高く、各世帯は年間の 6～7 割の食料を自給できる。トウモロコシ、キャッ

サバ、ソルガムが主要な食料作物であるが、畜耕が可能な範囲は限られている換金作物はタバコ

とワタである。「Shire Highlands」では、一般的な家庭な食料を十分に自給できない。Mangochi 

District に含まれない南部ではタバコやヒマワリなどが栽培されている。タバコが重要な換金作物

である。農地が狭く、農業生産性の向上を妨げている。2009 年は、トウモロコシ約 16 万 t、キャ

ッサバ約 11.3 万 t、豆約 1.5 万 t、ラッカセイ約 1.1 万 t などが収穫されている。 

 

Mangochi District に大規模農場はほとんど存在せず、給与所得者の 0.1％にとどまる。中小規模

の農場は給与所得者の 90.5％である。世帯収入の内訳は仕送りが 47.5％と最も多い。次いで給与

所得（40.2％）、Ganyu（13.4％）などがある。現金収入の選択肢は限られている。 

  

                                                        
323 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より南部を抽出 
324 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より南部を抽出 
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[16] Balaka District 

  

図 IX-16 Balaka District食料脆弱性地図・貧困率地図325、「Malawi-FEZ Map」326
 

 
Balaka Districtは人口約 31.7万人である。人口密度は 144人/km2であり、南部地方部の平均値（156

人/km2）よりやや少ない。2011 年の貧困率は 67.7％であり、南部地方部平均（63.3％）より多い。

主要な産業は農業であるが、他地域よりも従事率が少なく、人口の 74.5％である。その他は業

（7.2％）、金融（6％）、建設業（5.2％）等である。食料脆弱性は南部地域ではやや高い。 
 

「Malawi FEZ」によると、この地域は「Middle Shire Valley」に該当する。「Middle Shire Valley」

は土壌が痩せており、農業生産性が低い。トウモロコシ、キャッサバ、コメなどが主要作物であ

り、換金作物はタバコとワタである。 

 

2009 年の収穫量は、トウモロコシ約 5.8 万 t、キャッサバ約 1.7 万 t、豆約 5 千 t、ラッカセイ約

1.6 千 t などである。 

 

大規模農場は給与所得者の 1.3％であり、中小農場が給与所得者の 68.3％となっている。 

 

主要な現金収入源は食料作物の販売（57.7％）、仕送り（38.8％）、給与所得（28.7％）、家財

の販売（26.6％）、薪の販売（19.2％）などである。Ganyu は 3.1％となっている。現金収入の選

択肢はやや限られている。 

  

                                                        
325 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より南部を抽出 
326 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より南部を抽出 
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[17] Machinga District 

  

図 IX-17 Machinga District食料脆弱性地図・貧困率地図327、「Malawi-FEZ Map」328
 

 
Machinga District は人口約 48.8 万人である。人口密度は 130 人/km2であり、南部地方部の平均

値（156 人/km2）よりやや少ない。2011 年の貧困率は 75.0％であり、南部地方部平均（63.3％）よ

り悪く、貧困率は南部地域で 3 番目に高い。93.2％が農業に従事しており、その他は商業 2.1％、

建設業 1.7％などである。食料脆弱性は南部地域では低い方に属する。 
 

「Malawi FEZ」によると、この地域は西から「Shire Highlands」「Lake Chilwa Basin」となって

いる。「Shire Highlands」では農地が狭く、農業生産性の向上を妨げており、一般的な家庭は食料

を十分に自給できない。タバコが重要な換金作物である。 

 

「Malawi FEZ」によると、「Lake Chilwa Basin」は農業生産・漁獲高の年変動が著しい。農業

生産力は低く、一般的な家庭は半年程度の食料しか自給できない。農業は人手によって行われる。

漁獲高の低い年には、漁師は他地域に移住する場合が多い。重要な換金作物はコメ、キャッサバ、

タバコである。 

 

2009 年は、トウモロコシ約 6.9 万 t、キャッサバ約 5.2 万 t、コメ約 1.5 万 t、豆約 1.3 万 t、ソル

ガム約 4.7 千 t などが収穫されている。 
 

大規模農場は給与所得者全体の 0.1％にとどまる一方、中小規模の農場は 79.6％である。 

 

主要な現金収入源は仕送り（49.4％）、給与所得（48.2％）、食料作物の販売（48.8％）である。

Ganyu は 9.1％である。現金収入の選択肢は比較的限られている。 

  

                                                        
327 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より南部を抽出 
328 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より南部を抽出 
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[18] Neno District 

  

 

図 IX-18 Neno District食料脆弱性地図・貧困率地図329、「Malawi-FEZ Map」330
 

 
Neno District は人口約 10.9 万人である。人口密度は 74 人/km2であり、南部地方部の平均値（156

人/km2）の約半分である。2011 年の貧困率は 65.3％であり、南部地方部平均（63.3％）に近い。

主要な産業は農業であり、83.2％が農業に従事している。他は、社会コミュニティサービス 5.3％、

商業 3％。製造業 2.9％などである。食料脆弱性は、南部地域ではやや高い方に属する。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域は西側の一部が「Mozambique Border Area」、残りが「Middle 

Shire Valley」となっている。「Mozambique Border Area」は農業生産性が高いが、「Middle Shire Valley」

の農業生産性は低い。 

 

2009 年は、トウモロコシ約 3.1 万 t、キャッサバ約 2.7 万 t、豆約 1 万 t、ラッカセイ約 2 千 t な

どが収穫されている。 

 

大規模農場は給与所得者の 1％であり、中小農場（Mlimi）は給与所得者の 73.1％となっている。。 

 

主要な現金収入源は給与所得（49.6％）、仕送り（46.8％）、家財の販売（36.3％）である。Ganyu
は 26.6％である。現金収入の選択肢は、比較的多い。 

  

                                                        
329 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より南部を抽出 
330 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より南部を抽出 
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[19] Zomba District（地方部） 

  

図 IX-19 Zomba District（地方部）食料脆弱性地図・貧困率地図331、「Malawi-FEZ Map」332
 

 

Zomba District（Zomba 市を除く）は人口約 58.3 万人である。人口密度は 230 人/km2であり、南

部地方部の平均値（156 人/km2）よりも多い。2011 年の貧困率は 56.6％であり、南部地方部平均

（63.3％）と比べてやや少ない。主要産業は農業であり、92.9％が農業に従事している。食料脆弱

性は、南部地域ではやや少ない方に属する。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域は中部が「Shire Highlands」、東部が「Lake Chilwa Basin」

に該当する。いずれも農業生産性が低く、東部は農業生産の年変動も大きい。 

 

2009 年は、トウモロコシ約 13 万 t、キャッサバ約 16.5 万 t、豆約 2.3 万 t、コメ約 7 千 t、ラッ

カセイとソルガムが各約 6 千 t などが収穫されている。 

 

大規模農場は給与所得者の 1.1％程度となっている。中小規模の農場は、給与所得者の 43.9％で

ある。 

 

 

主要な現金収入源は給与所得（43.9％）、仕送り（30.7％）が大部分を占める。Ganyu は 4.6％

となっている。現金収入手段の選択肢は限られている。 
  

                                                        
331 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より南部を抽出 
332 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より南部を抽出 
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[20] Mwanza District 

  

図 IX-20 Mwanza District食料脆弱性地図・貧困率地図333、「Malawi-FEZ Map」334
 

 

Mwanza District は人口約 9.5 万人であり、南部地域では最も人口が少ない。人口密度は 41 人/km2

であり、南部地域では最も低い。2011 年の貧困率は 64.3％であり、南部地方部平均（63.3％）に

近い。主要な産業は農業であるが、南部地域では従事者が最も少なく、66.1％である。その他は、

商業 10.1％、社会コミュニティサービス 7.5％、建設業 7.2％となっている。食料脆弱性は南部地

域ではやや多い方に属する。 
 

「Malawi FEZ」によると、この地域は西側の一部が「Mozambique Border Area」、残りが「Middle 

Shire Valley」となっている。「Mozambique Border Area」は農業生産性が高いが、「Middle Shire Valley」

の農業生産性は低い。 

 

2009 年は、トウモロコシ約 1.1 万 t、キャッサバ約 7 万 t、豆約 1.3 万 t 収穫されている。 
 

大規模農場は給与所得者の 0.0％となっており、ほぼ存在しないとみられる。中小規模の農場雇

用（Mlimi）は給与所得者の 43.9％となっており、南部では最も少ない。 

 

主要な現金収入源は食料作物の販売（78.6％）、仕送り（63.6％）、給与所得（52.9％）、家財

の販売（51.4％）、換金作物の販売（45.6％）、家畜・畜産物販売（40.9％）、薪の販売（40.1％）

などである。Ganyu は 33.4％となっている。現金収入の選択肢は比較的多い。 

                                                        
333 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より南部を抽出 
334 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より南部を抽出 
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[21] Blantyre District（地方部） 

  

図 IX-21 Blantyre District（地方部）食料脆弱性地図・貧困率地図335、「Malawi-FEZ Map」336
 

 
Blantyre District（Blantyre 市を除く地方部）は、人口約 33.8 万人である。人口密度は 189 人/km2

であり、南部地域地方部の平均値（156 人/km2）よりも多い。2011 年の貧困率は 40.0％であり、

南部地域では 2 番めに少ない（南部地方部平均 3.3％）。主要な産業は農業であり、78.2％が従事

するが、その他は社会コミュニティサービス 8.6％、商業 4.5％、金融 2.9％、運輸 2.6％などとな

っている。食料脆弱性は南部地域ではやや低い方に属する。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域は「Shire Highlands」となっている。「Shire Highlands」で

は農地が狭く、一般的な家庭は食料を十分に自給できない。タバコが重要な換金作物である。 

 

2009 年は、トウモロコシ約 7.3 万 t、キャッサバ約 4.3 万 t、豆約 1.3 万 t などが収穫されている。 
 

大規模農場は給与所得者全体の 0.5％となっている。中小農場は、給与所得者の 73.9％を占めて

いる。 

 

主要な現金収入源は給与所得が 56.8％と最も多い。その他は仕送り（30.4％）、家財の販売（18.6％）

などである。Ganyu は 7.5％となっている。現金収入の選択肢は限られている。 
  

                                                        
335 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より南部を抽出 
336 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より南部を抽出 
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[22] Chiladzulu District 

  

図 IX-22 Chiladzulu District食料脆弱性地図・貧困率地図337、「Malawi-FEZ Map」338
 

 

Chiladzulu District は人口約 29 万人である。人口密度は 379 人/km2であり、南部地域地方部の平

均値（156 人/km2）の 2 倍以上あり、南部地域で最も人口密度が高い。2011 年の貧困率は 43.3％

であり、南部地方部平均（63.3％）よりは少ない。主要な産業は農業であり 67.8％が従事するが、

その他は社会コミュニティサービス 14.6％、建設業 5％、金融 4.3％、商業 4％などである。食料

脆弱性は南部地域ではやや低い方に属する。 
 

「Malawi FEZ」によると、この地域は「Shire Highlands」となっている。「Shire Highlands」で

は農地が狭く、一般的な家庭は食料を十分に自給できない。タバコが重要な換金作物である。 

 

2009 年は、トウモロコシ約 6.6 万 t、キャッサバ約 4.7 万 t、豆約 1.8 万 t、ソルガム約 5 千 t な

どが収穫されている。 
 

大規模農場（Estate）は給与所得者全体の 0.5％となっている。中小農場は、給与所得者の 54.5％

を占めている。 

 

主要な現金収入源は給与所得が 52.3％と最も多く、次いで仕送りが 49.3％、食料作物の販売

（42.9％）、家財の販売（38.3％）などである。Ganyu は 12.8％である。現金収入の選択肢はある

程度限られている。 

  

                                                        
337 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より南部を抽出 
338 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より南部を抽出 
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[23] Mulanje District 

  

図 IX-23 Mulanje District食料脆弱性地図・貧困率地図339、「Malawi-FEZ Map」340
 

 
Mulanje District は人口約 52.5 万人である。人口密度は 256 人/km2であり、南部地域地方部の平

均値（156 人/km2）よりも多い。2011 年の貧困率は 65.3％であり、南部地方部平均（63.3％）に近

い。主要な産業は農業であり、86.1％が従事する。その他は社会コミュニティサービス 4.8％、商

業 3.9％などである。食料脆弱性は南部地域ではやや低い方に属する。 
 

「Malawi FEZ」によると、この地域は「Phalombe Plain」「Thyolo-Mulanje Tea Estates」から構

成されている。「Phalombe Plain」は肥沃な土地であるが、降雨量の変動が多く、食料脆弱性に影

響を与えている。一般的な世帯では概ね 5～7 ヶ月分の食料しか自給できない。トウモロコシが主

要な食料作物であるが、降雨量によって収穫量が変動する。タバコが主要な換金作物である。一

方、「Thyolo-Mulanje Tea Estates」では茶、コーヒー、マカダミアナッツなどのプランテーション

が運営されている。ただし、一般の農家は耕作面積が少ないため、貧困である。 

 

2009 年は、トウモロコシ約 8.6 万 t、キャッサバ約 24.5 万 t、豆約 6.6 万 t、ソルガム約 1.1 万 t

などが収穫されている。 

 

Mulanje District の給与所得者の 6.3％が大農場による雇用である。一方、中小農場による雇用

（Mlimi）も 65.7％を占める。 

 

主要な現金収入源は給与所得が 50.3％と最も多く、次いで仕送りと家財販売がいずれも 48.5％

である。食料作物の販売が 31.6％、換金作物の販売が 29.5％である。Ganyu は 14.0％となってい

る。現金収入の選択肢は比較的多い。 

  

                                                        
339 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より南部を抽出 
340 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より南部を抽出 
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[24] Phalombe District 

  

図 IX-24 Phalombe District食料脆弱性地図・貧困率地図341、「Malawi-FEZ Map」342
 

 

Phalombe District は人口約 31.3 万人である。人口密度は 225 人/km2であり、南部地域地方部の

平均値（156 人/km2）よりも多い。2011 年の貧困率は 64.5％であり、南部地方部平均（63.3％）よ

りわずかに多い。主要な産業は農業であり、88.5％が従事する。その他は商業 4％、金融 2.4％な

どである。食料脆弱性は南部地域ではやや低い方に属する。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域は「Phalombe Plain」「Lake Chilwa Basin」から構成されて

いる。「Phalombe Plain」「Shire Highlands」共に農業生産の年変動が著しい地域である。 

 

2009 年は、トウモロコシ約 4.9 万 t、キャッサバ約 5.4 万 t、豆約 3 万 t、ソルガム約 5 千 t など

が収穫されている。 

 

大規模農場はほぼ存在しない（給与所得者の 0％）。農業の多くは中小農場（Mlimi）によって

行われている（給与所得者の 72.6％）。 

 

主要な現金収入源は給与所得が 62.8％と最も多く、中小農場（Mlimi）によるもの大部分を占め

るとみられる。次いで、仕送りが 40.7％である。Ganyu は 4.3％に過ぎず、現金収入の選択肢は限

られている。 
  

                                                        
341 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より南部を抽出 
342 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より南部を抽出 
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[25] Chikwawa District 

  

図 IX-25 Chikwawa District食料脆弱性地図・貧困率地図343、「Malawi-FEZ Map」344
 

 

Chikwawa District は人口約 43.9 万人である。人口密度は 92 人/km2であり、南部地域地方部の平

均値（156 人/km2）よりも少ない。2011 年の貧困率は 81.6％であり、南部地域では最も多い（南

部地方部平均：63.3％）。主要な産業は農業であり、83.7％が従事する。その他は製造業 5.1％、

商業 3.2％などである。食料脆弱性は南部地域では著しく高い。 

「Malawi FEZ」によると、この地域は「Northern Lower Shire Valley」に属している。「Northern 

Lower Shire Valley」は食料作物、雇用、換金作物、家畜が経済において重要な役割を果たしてい

る。多くの家庭は十分な穀物の自給ができない。「Northern Lower Shire Valley」の富裕世帯は「デ

ィンバ耕作」にアクセスできるが、貧困世帯は不可能である。「ディンバ耕作」とは、川辺や谷

底の肥沃な池に作られる畑である。「ディンバ」ではトウモロコシとマメの混作などが行われる

が、乾季も水分が多いため、4～11 月の間に随時播種を行うことが可能である。また、干ばつが

発生した際でも「ディンバ」では収穫が可能な場合がある345。言い換えると、ディンバ耕作に従

事することができない貧困世帯は気候変動の影響を著しく受けやすいということになる。「Malawi 

FEZ」によると、この地域の食料生産の多くは「ディンバ耕作」によって得られたものである。

主要な換金作物はワタ、コメ、砂糖、タバコ、香辛料などである。また、富裕世帯は家畜の販売

で利益を得ることができる。2009 年は、トウモロコシ約 3 万 t、キャッサバ約 1.5 万 t、豆約 1.3

万 t、ソルガム約 8.5 千 t、コメ約 4 千 t などが収穫されている。 

なお、Chikwawa District の農業の多くは中小農場（Mlimi）によって行われている（給与所得者

の 83.3％）。主要な現金収入源は給与所得が 61.1％と最も多い。次いで仕送りが 49.9％、家財販

売 48.9％、食料作物販売 48.0％などとなっている。Ganyu は 16.8％である。 

  

                                                        
343 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より南部を抽出 
344 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より南部を抽出 
345 日本国環境省(2011) 
「自然資源の持続可能な利用・管理に関する手法例集 28 マラウィ北部の自然環境とトゥンブカ人の暮らし」 
http://www.env.go.jp/nature/satoyama/syuhourei/pdf/cwj_28.pdf（2013/12/24 アクセス） 
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[26] Thyolo District 

  

図 IX-26 Thyolo District食料脆弱性地図・貧困率地図346、「Malawi-FEZ Map」347
 

 

Thyolo District は人口約 58.7 万人である。人口密度は 343 人/km2であり、いずれも南部地域地方

部で 2 番目に多い。2011 年の貧困率は 36.8％であり、南部地域では最も貧困率が少ない（南部平

均：63.3％）。主要な産業は農業であり、78.3％が従事する。その他は金融 4.5％、商業 4.3％、社

会コミュニティサービス 3.4％などである。食料脆弱性は南部地域ではやや高い方に属する。 

 

「Malawi FEZ」によると、この地域はこの地域は「Shire Highlands」と「Thyolo-Mulanje Tea Estates」

から構成されている。なっている。「Shire Highlands」では農地が狭く、一般的な家庭は食料を十

分に自給できない。タバコが重要な換金作物である。一方、「Thyolo-Mulanje Tea Estates」では茶、

コーヒー、マカダミアナッツなどのプランテーションが運営されている。 

 

2009 年は、トウモロコシ約 8.3 万 t、キャッサバ約 19.5 万 t、豆約 3.5 万 t などが収穫されてい

る。 

 

Thyolo District の給与所得者の 5.8％が大農場（Estate）による雇用である。また、中小農場によ

る雇用（Mlimi）も多く、63.3％存在する。 

 

主要な現金収入源は仕送りと食料作物の販売がいずれも 46％と最も多く、次いで家財販売

44.7％、給与所得 42.4％となっている。Ganyu は 10.6％となっている。現金収入の選択肢は比較的

多い。 

  

                                                        
346 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より南部を抽出 
347 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より南部を抽出 
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[27] Nsanje District 

  

図 IX-27 Nsanje District食料脆弱性地図・貧困率地図348、「Malawi-FEZ Map」349
 

 
Nsanje District は人口約 23.8 万人である。人口密度は 123 人/km2であり、南部地域地方部の平均

値（156 人/km2）よりも少ない。2011 年の貧困率は 81.2％であり、南部地域では Chikwawa に次い

で悪い貧困率である（南部平均：63.3％）。主要な産業は農業であり、91.9％が従事する。その他

は商業 3.7％などである。食料脆弱性は南部地域では著しく高い。 
 

「Malawi FEZ」によると、この地域は「Northern Lower Shire Valley」と「Southern Lower Shire Valley」

に属している。「Northern Lower Shire Valley」は先述の通り貧困世帯と富裕世帯で農業環境への

アクセスの格差が存在しており、多くの家庭は十分な穀物の自給ができない。「Southern Lower 

Shire Valley」はミレットとソルガムしか収穫することができない地域であるが、家畜の放牧率は

高い。「Southern Lower Shire Valley」では貧困世帯の主要な収入源は Ganyu である。 
 

2009 年は、トウモロコシ約 1.7 万 t、キャッサバ約 5.8 千 t、豆約 3 千 t、ソルガム約 1.4 千 t、ミ

レット 2 千 t などが収穫されている。 

 

Nsanje District には大規模農場（Estate）はほぼ存在しない（給与所得者の 0％）。農業の多くは

中小農場（Mlimi）によって行われている（給与所得者の 79.6％）。 
 

主要な現金収入源は給与所得が 75％と最も多く、中小農場（Mlimi）による収入と考えられる。

次いで仕送りが 63.7％、家財販売 54.5％、換金作物販売 51.6％、食料作物販売 51.4％などとなっ

ている。収入源の数は比較的多い。Ganyu に従事する世帯は南部地域で最も多く、31.2％である。 

                                                        
348 National Statistical Office, Malawi (2012) “Integrated Household Survey 2010-2011 (IHS 3)”   
巻頭 P.2 より南部を抽出 
349 USDA/Save the Children UK  “Malawi Food Economy Zones (Malawi FEZ map)” より南部を抽出 
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